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議案第50号 

一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例

の一部を改正する条例等の一部改正について 

一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令(平成20年政令第120号)の一部改正に伴

い、退隠料及び扶助料の最低保障額並びに扶助料に係る寡婦加算額を引き上げるため、本

案を提出する。 
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一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例

の一部を改正する条例等の一部を改正する条例 

(一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例の一部改正) 

第1条 一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条

例の一部を改正する条例(昭和41年一宮市条例第37号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(長期在職者の退隠料等年額についての

特例) 

(長期在職者の退隠料等年額についての

特例) 

第3条 退隠料又は扶助料で、令和6年4月分

以降の年額が次の表の左欄に掲げる区分

に対応する同表の右欄に掲げる額に満た

ないときは、当該右欄に掲げる額をもって

その年額とする 

第3条 退隠料又は扶助料で、令和7年4月分

以降の年額が次の表の左欄に掲げる区分

に対応する同表の右欄に掲げる額に満た

ないときは、当該右欄に掲げる額をもって

その年額とする 

【別記 参照】 【別記 参照】 

2 令和6年3月31日以前に給与事由の生じた

前項に規定する退隠料又は扶助料の同月

分までの年額については、なお従前の例に

よる。 

2 令和7年3月31日以前に給与事由の生じた

前項に規定する退隠料又は扶助料の同月

分までの年額については、なお従前の例に

よる。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

退隠料又は扶助料 金額 

65歳以上の者に給する退隠料 1,163,300円

65歳未満の者に給する退隠料 872,400円

扶助料 813,400円

改正案 

退隠料又は扶助料 金額 

65歳以上の者に給する退隠料 1,185,900円

65歳未満の者に給する退隠料 889,400円

扶助料 829,200円

(一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例等の一部を改正する条例

の一部改正) 

第2条 一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例等の一部を改正する
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条例(昭和51年一宮市条例第33号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(扶助料の年額に係る加算の特例) (扶助料の年額に係る加算の特例) 

第3条 職員遺族扶助料条例(大正10年第13

号議決。以下「第13号議決」という。)第2

条第1号又は第3号に規定する扶助料を受

ける者が妻であって、その妻が次の各号の

一に該当する場合には、その年額に、当該

各号に定める額を加えるものとする。 

第3条 略 

(1) 扶養遺族(恩給法第75条第3項に規

定する扶養遺族をいう。)である子(18

歳以上20歳未満の子にあっては、重度

障害の状態にある者に限る。)が2人以

上ある場合 273,900円 

(1) 扶養遺族(恩給法第75条第3項に規

定する扶養遺族をいう。)である子(18

歳以上20歳未満の子にあっては、重度

障害の状態にある者に限る。)が2人以

上ある場合 279,100円 

(2) 扶養遺族である子(前号に規定する

子に限る。)が1人ある場合 156,400円

(2) 扶養遺族である子(前号に規定する

子に限る。)が1人ある場合 159,400円

(3) 60歳以上である場合(前2号に該当

する場合を除く。) 156,000円 

(3) 60歳以上である場合(前2号に該当

する場合を除く。) 159,000円 

2 略 2 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例の一部を改正する条例の一部改正) 

第3条 一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条

例の一部を改正する条例の一部を改正する条例(平成12年一宮市条例第45号)の一部を次

のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(退隠料等の年額の改定) (退隠料等の年額の改定) 

第2条 職員又はその者の遺族に給する退隠

料又は扶助料については、令和6年4月分以

降、これらの年額を、これらの年額の計算

の基礎となっている給料年額にそれぞれ

対応する付則別表の仮定給料年額を退職

又は死亡当時の給料年額とみなし、一宮市

退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例

臨時特例条例(昭和24年一宮市条例第7号。

一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与

金条例臨時特例条例の一部を改正する条

第2条 職員又はその者の遺族に給する退隠

料又は扶助料については、令和7年4月分以

降、これらの年額を、これらの年額の計算

の基礎となっている給料年額にそれぞれ

対応する付則別表の仮定給料年額を退職

又は死亡当時の給料年額とみなし、一宮市

退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例

臨時特例条例(昭和24年一宮市条例第7号。

一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与

金条例臨時特例条例の一部を改正する条
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例(昭和37年一宮市条例第38号)付則その

他退隠料又は扶助料に関する条例を含む。

以下同じ。)の規定によって算出して得た

年額に改定する。 

例(昭和37年一宮市条例第38号)付則その

他退隠料又は扶助料に関する条例を含む。

以下同じ。)の規定によって算出して得た

年額に改定する。 

付則別表(付則第2条関係) 付則別表(付則第2条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

退隠料又は扶助料年額の

計算の基礎となっている

給料年額(円) 

仮定給料年額(円) 退隠料又は扶助料年額の

計算の基礎となっている

給料年額(円) 

仮定給料年額(円)

1,147,000 1,178,000 2,646,800 2,718,300

1,197,800 1,230,100 2,735,200 2,809,100

1,250,000 1,283,800 2,787,300 2,862,600

1,301,700 1,336,800 2,938,000 3,017,300

1,354,600 1,391,200 3,012,900 3,094,200

1,387,400 1,424,900 3,090,900 3,174,400

1,420,300 1,458,600 3,241,400 3,328,900

1,457,600 1,497,000 3,393,000 3,484,600

1,510,800 1,551,600 3,432,600 3,525,300

1,556,600 1,598,600 3,557,900 3,654,000

1,599,400 1,642,600 3,735,700 3,836,600

1,651,000 1,695,600 3,911,900 4,017,500

1,703,100 1,749,100 4,020,600 4,129,200

1,759,800 1,807,300 4,126,700 4,238,100

1,817,200 1,866,300 4,342,000 4,459,200

1,888,700 1,939,700 4,552,800 4,675,700

1,933,900 1,986,100 4,594,200 4,718,200

1,992,000 2,045,800 4,758,000 4,886,500

2,048,700 2,104,000 4,964,600 5,098,600

2,161,000 2,219,300 5,170,100 5,309,700

2,191,200 2,250,400 5,374,200 5,519,300

2,277,800 2,339,300 5,503,100 5,651,700

2,392,800 2,457,400 5,640,400 5,792,700

2,520,000 2,588,000 5,904,900 6,064,300

2,584,900 2,654,700

備考 
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退隠料又は扶助料年額の計算の基礎となっている給料年額が5,904,900円を超える場合に

おいては、当該給料年額を仮定給料年額とする。 

改正案 

退隠料又は扶助料年額の

計算の基礎となっている

給料年額(円) 

仮定給料年額(円) 退隠料又は扶助料年額の

計算の基礎となっている

給料年額(円) 

仮定給料年額(円)

1,178,000 1,200,900 2,718,300 2,771,200

1,230,100 1,254,100 2,809,100 2,863,800

1,283,800 1,308,800 2,862,600 2,918,300

1,336,800 1,362,900 3,017,300 3,076,100

1,391,200 1,418,300 3,094,200 3,154,500

1,424,900 1,452,600 3,174,400 3,236,200

1,458,600 1,487,100 3,328,900 3,393,700

1,497,000 1,526,100 3,484,600 3,552,500

1,551,600 1,581,800 3,525,300 3,593,900

1,598,600 1,629,800 3,654,000 3,725,100

1,642,600 1,674,600 3,836,600 3,911,300

1,695,600 1,728,600 4,017,500 4,095,800

1,749,100 1,783,100 4,129,200 4,209,600

1,807,300 1,842,500 4,238,100 4,320,700

1,866,300 1,902,600 4,459,200 4,546,100

1,939,700 1,977,500 4,675,700 4,766,800

1,986,100 2,024,800 4,718,200 4,810,100

2,045,800 2,085,600 4,886,500 4,981,600

2,104,000 2,145,000 5,098,600 5,197,900

2,219,300 2,262,600 5,309,700 5,413,100

2,250,400 2,294,200 5,519,300 5,626,800

2,339,300 2,384,900 5,651,700 5,761,700

2,457,400 2,505,300 5,792,700 5,905,500

2,588,000 2,638,400 6,064,300 6,182,400

2,654,700 2,706,400

備考 

退隠料又は扶助料年額の計算の基礎となっている給料年額が6,064,300円を超える場合に

おいては、当該給料年額を仮定給料年額とする。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行し、第1条の規定による改正後の一宮市退隠料遺族扶助料

退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例付則第3
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条の規定、第2条の規定による改正後の一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時

特例条例等の一部を改正する条例付則第3条第1項の規定並びに第3条の規定による改正後

の一宮市退隠料遺族扶助料退職及死亡給与金条例臨時特例条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例の一部を改正する条例付則第2条及び付則別表の規定は、令和7年4月1日

から適用する。

- 6 -



議案第51号 

一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部改正について 

一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

地方税法(昭和25年法律第226号)の一部改正に伴い、個人住民税の特定親族特別控除の創

設に伴う規定の整備、軽自動車税の種別割に係る二輪車の車両区分の見直し等を行い、及

び条文の整理を行うため、本案を提出する。 
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一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部を改正する条例 

(一宮市市税条例の一部改正) 

第1条 一宮市市税条例(平成17年一宮市条例第38号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(所得控除) (所得控除) 

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314

条の2第1項各号のいずれかに掲げる者に

該当する場合には、同条第1項及び第3項か

ら第11項までの規定により雑損控除額、医

療費控除額、社会保険料控除額、小規模企

業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、

配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養

控除額          を、前年の合

計所得金額が2,500万円以下である所得割

の納税義務者については、同条第2項、第6

項及び第11項の規定により基礎控除額を

それぞれその者の前年の所得について算

定した総所得金額、退職所得金額又は山林

所得金額から控除する。 

第34条の2 所得割の納税義務者が法第314

条の2第1項各号のいずれかに掲げる者に

該当する場合には、同条第1項及び第3項か

ら第11項までの規定により雑損控除額、医

療費控除額、社会保険料控除額、小規模企

業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、

配偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控

除額又は特定親族特別控除額を、前年の合

計所得金額が2,500万円以下である所得割

の納税義務者については、同条第2項、第6

項及び第11項の規定により基礎控除額を

それぞれその者の前年の所得について算

定した総所得金額、退職所得金額又は山林

所得金額から控除する。 

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中

に法第314条の7第1項第1号及び第2号に掲

げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しく

は金銭(第1号から第8号まで及び第10号に

掲げるものに関しては、愛知県内に主たる

事務所を有する法人又は団体に対するも

のに限る。)を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき額(当該

納税義務者が前年中に同条第2項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合に

あっては、当該控除すべき金額に特例控除

額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。)をその者の第34条の3

及び前条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この場合に

おいて、当該控除額が当該所得割の額を超

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中

に法第314条の7第1項第1号及び第2号に掲

げる寄附金又は次に掲げる寄附金   

   (第1号から第8号まで及び第10号に

掲げるものに関しては、愛知県内に主たる

事務所を有する法人又は団体に対するも

のに限る。)を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき額(当該

納税義務者が前年中に同条第2項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合に

あっては、当該控除すべき金額に特例控除

額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。)をその者の第34条の3

及び前条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この場合に

おいて、当該控除額が当該所得割の額を超
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えるときは、当該控除額は、当該所得割の

額に相当する金額とする。 

えるときは、当該控除額は、当該所得割の

額に相当する金額とする。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

(6) 所得税法施行令第217条第4号に掲げ

る学校法人又は同号に掲げる私立学校

法(昭和24年法律第270号)第64条第4項 

の規定により設立された法人に対する

寄附金(出資に関する業務に充てられる

ことが明らかなものを除き、これらの法

人の主たる目的である業務に関連する

ものに限る。) 

(6) 所得税法施行令第217条第4号に掲げ

る学校法人又は同号に掲げる私立学校

法(昭和24年法律第270号)第152条第5項

の規定により設立された法人に対する

寄附金(出資に関する業務に充てられる

ことが明らかなものを除き、これらの法

人の主たる目的である業務に関連する

ものに限る。) 

(7)・(8) 略 (7)・(8) 略 

(9) 所得税法第78条第3項   に規定す

る特定公益信託(愛知県知事又は愛知県

教育委員会の所管に属する公益信託で

あるものに限る。)の信託財産とするた

めに支出した金銭         

(9) 所得税法第78条第2項第4号に規定す

る公益信託  (愛知県知事     

     の所管に属する公益信託で

あるものに限る。)の信託財産とするた

めに支出した当該公益信託に係る信託

事務に関連する寄附金 

(10) 略 (10) 略 

(11) 前各号に掲げるもののほか、所得税

法第78条第2項第2号及び第3号に掲げる

寄附金(同条第3項の規定により特定寄

附金とみなされるものを含む。)並びに

租税特別措置法第41条の18の2第2項に

規定する特定非営利活動に関する寄附

金のうち、市民の福祉の増進に寄与する

ものとして規則で定めるもの 

(11) 前各号に掲げるもののほか、所得税

法第78条第2項第2号から第4号までに掲

げる寄附金及び          

租税特別措置法第41条の18の2第2項に

規定する特定非営利活動に関する寄附

金のうち、市民の福祉の増進に寄与する

ものとして規則で定めるもの 

2 略 2 略 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者で

賦課期日現在市内に住所を有するものは、

3月15日までに次に掲げる事項を記載した

申告書を市長に提出しなければならない。

ただし、法第317条の6第1項又は第4項の規

定により給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者から1

月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で前年中において給

与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの(公的

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者で

賦課期日現在市内に住所を有するものは、

3月15日までに次に掲げる事項を記載した

申告書を市長に提出しなければならない。

ただし、法第317条の6第1項又は第4項の規

定により給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者から1

月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で前年中において給

与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの(公的
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年金等に係る所得以外の所得を有しなか

った者で社会保険料控除額(令第48条の9

の7に規定するものを除く。)、小規模企業

共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地

震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者

特別控除額(所得割の納税義務者(前年の

合計所得金額が900万円以下であるものに

限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に

規定する自己と生計を一にする配偶者(前

年の合計所得金額が95万円以下であるも

のに限る。)で控除対象配偶者に該当しな

いものに係るものを除く。)若しくは法第3

14条の2第4項に規定する扶養控除額  

        の控除又はこれらと併せ

て雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第313条第8項に規定する純損失の金

額の控除、同条第9項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除若しくは第34

条の7の規定により控除すべき金額(以下

この条において「寄附金税額控除額」とい

う。)の控除を受けようとするものを除く。

以下この条において「給与所得等以外の所

得を有しなかった者」という。)及び第24

条第2項に規定する者(施行規則第2条の2

第1項の表の上欄の(2)に掲げる者を除

く。)については、この限りでない。 

年金等に係る所得以外の所得を有しなか

った者で社会保険料控除額(令第48条の9

の7に規定するものを除く。)、小規模企業

共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地

震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者

特別控除額(所得割の納税義務者(前年の

合計所得金額が900万円以下であるものに

限る。)の法第314条の2第1項第10号の2に

規定する自己と生計を一にする配偶者(前

年の合計所得金額が95万円以下であるも

のに限る。)で控除対象配偶者に該当しな

いものに係るものを除く。)、法第314条の

2第4項   に規定する扶養控除額若し

くは特定親族特別控除額(特定親族(同条

第1項第12号に規定する特定親族をいう。

第36条の3の2第1項第3号及び第36条の3の

3第1項において同じ。)(前年の合計所得金

額が85万円以下であるものに限る。)に係

るものを除く。)の控除又はこれらと併せ

て雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第313条第8項に規定する純損失の金

額の控除、同条第9項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除若しくは第34

条の7の規定により控除すべき金額(以下

この条において「寄附金税額控除額」とい

う。)の控除を受けようとするものを除く。

以下この条において「給与所得等以外の所

得を有しなかった者」という。)及び第24

条第2項に規定する者(施行規則第2条の2

第1項の表の上欄の(2)に掲げる者を除

く。)については、この限りでない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 雑損控除額、医療費控除額、社会保

険料控除額、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり

親控除額、勤労学生控除額、配偶者控除

額、配偶者特別控除額又は扶養控除額 

         の控除に関する事

項 

(5) 雑損控除額、医療費控除額、社会保

険料控除額、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり

親控除額、勤労学生控除額、配偶者控除

額、配偶者特別控除額、扶養控除額又は

特定親族特別控除額の控除に関する事

項 
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(6) 略 (6) 略 

2～8 略 2～8 略 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規

定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者(以下この条において

「給与所得者」という。)で市内に住所を

有するものは、当該申告書の提出の際に経

由すべき同項に規定する給与等の支払者

(以下この条において「給与支払者」とい

う。)から毎年最初に給与の支払を受ける

日の前日までに、施行規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、市長に提

出しなければならない。 

第36条の3の2 略 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 扶養親族      の氏名 (3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～6 略 2～6 略 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者又は法の施行地に

おいて同項に規定する公的年金等(所得税

法第203条の7の規定の適用を受けるもの

を除く。以下この項において「公的年金等」

という。)の支払を受ける者であって、特

定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得

金額が900万円以下であるものに限る。)

の自己と生計を一にする配偶者(退職手当

等(第53条の2に規定する退職手当等に限

る。以下この項において同じ。)に係る所

得を有する者であって、合計所得金額が9

5万円以下であるものに限る。)をいう。第

2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16

歳未満の者又は控除対象扶養親族であっ

て退職手当等に係る所得を有する者に限

る。)                

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者又は法の施行地に

おいて同項に規定する公的年金等(所得税

法第203条の7の規定の適用を受けるもの

を除く。以下この項において「公的年金等」

という。)の支払を受ける者であって、特

定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得

金額が900万円以下であるものに限る。)

の自己と生計を一にする配偶者(退職手当

等(第53条の2に規定する退職手当等に限

る。以下この項において同じ。)に係る所

得を有する者であって、合計所得金額が9

5万円以下であるものに限る。)をいう。第

2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16

歳未満の者又は控除対象扶養親族であっ

て退職手当等に係る所得を有する者に限

る。)若しくは特定親族(退職手当等に係る
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               を有する

者(以下この条において「公的年金等受給

者」という。)で市内に住所を有するもの

は、当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第203条の6第1項に規定する公的年

金等の支払者(以下この条において「公的

年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

所得を有する者であって、合計所得金額が

85万円以下であるものに限る。)を有する

者(以下この条において「公的年金等受給

者」という。)で市内に住所を有するもの

は、当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第203条の6第1項に規定する公的年

金等の支払者(以下この条において「公的

年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 扶養親族      の氏名 (3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～5 略 2～5 略 

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、1台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

第82条 略 

(1) 原動機付自転車 (1) 略 

ア 総排気量が0.05リットル以下のも

の又は定格出力が0.6キロワット以下

のもの(エ   に掲げるものを除

く。) 年額2,000円 

ア 総排気量が0.05リットル以下のも

の又は定格出力が0.6キロワット以下

のもの(ウ及びオに掲げるものを除

く。) 年額2,000円 

イ 二輪のもので、総排気量が0.05リッ

トルを超え、0.09リットル以下のもの

            又は定格出

力が0.6キロワットを超え、0.8キロワ

ット以下のもの 年額2,000円 

イ 二輪のもので、総排気量が0.05リッ

トルを超え、0.09リットル以下のもの

(ウに掲げるものを除く。)又は定格出

力が0.6キロワットを超え、0.8キロワ

ット以下のもの 年額2,000円 

 ウ 二輪のもので、総排気量が0.125リ

ットル以下かつ最高出力が4.0キロワ

ット以下のもの 年額2,000円 

ウ 二輪のもので、総排気量が0.09リッ

トルを超えるもの        

   又は定格出力が0.8キロワット

を超えるもの 年額2,400円 

エ 二輪のもので、総排気量が0.09リッ

トルを超えるもの(ウに掲げるものを

除く。)又は定格出力が0.8キロワット

を超えるもの 年額2,400円 

エ 略 オ 略 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 
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(身体障害者等に対する種別割の減免) (身体障害者等に対する種別割の減免) 

第90条 略 第90条 略 

2 前項第1号の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限までに、市

長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年

法律第283号)第15条の規定により交付さ

れた身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法

(昭和38年法律第168号)第4条の規定によ

り戦傷病者手帳の交付を受けている者で

身体障害者手帳の交付を受けていないも

のにあっては、戦傷病者手帳とする。以下

この項において「身体障害者手帳」とい

う。)、厚生労働大臣の定めるところによ

り交付された療育手帳(以下この項におい

て「療育手帳」という。)又は精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年

法律第123号)第45条の規定により交付さ

れた精神障害者保健福祉手帳(以下この項

において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。)及び道路交通法(昭和35年法律第105

号)第92条の規定により交付された身体障

害者又は  身体障害者等と生計を一に

する者若しくは身体障害者等(身体障害者

等のみで構成される世帯の者に限る。)を

常時介護する者の運転免許証(以下この項

において「運転免許証」という。)   

              を提示する

とともに、次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を必要とする理由を証明する書

類を添付して、提出しなければならない。

2 前項第1号の規定によって種別割の減免

を受けようとする者は、納期限までに、市

長に対して、身体障害者福祉法(昭和24年

法律第283号)第15条の規定により交付さ

れた身体障害者手帳(戦傷病者特別援護法

(昭和38年法律第168号)第4条の規定によ

り戦傷病者手帳の交付を受けている者で

身体障害者手帳の交付を受けていないも

のにあっては、戦傷病者手帳とする。以下

この項において「身体障害者手帳」とい

う。)、厚生労働大臣の定めるところによ

り交付された療育手帳(以下この項におい

て「療育手帳」という。)又は精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年

法律第123号)第45条の規定により交付さ

れた精神障害者保健福祉手帳(以下この項

において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。)及び道路交通法(昭和35年法律第105

号)第92条の規定により交付された身体障

害者若しくは身体障害者等と生計を一に

する者若しくは身体障害者等(身体障害者

等のみで構成される世帯の者に限る。)を

常時介護する者の運転免許証(以下この項

において「運転免許証」という。)又はこ

れらの者の特定免許情報(同法第95条の2

第2項に規定する特定免許情報をいう。次

項において同じ。)が記録された免許情報

記録個人番号カード(同法第95条の2第4項

に規定する免許情報記録個人番号カード

をいう。次項において同じ。)を提示する

とともに、次に掲げる事項を記載した申請

書に減免を必要とする理由を証明する書

類を添付して、提出しなければならない。

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び (5) 運転免許証又は道路交通法第95条の

2第2項第1号に規定する免許情報記録

(以下この号において「免許情報記録」

という。)の番号、運転免許の年月日、
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              有効期

限並びに運転免許の種類及び条件が付

されている場合にはその条件 

運転免許証又は免許情報記録の有効期

限並びに運転免許の種類及び条件が付

されている場合にはその条件 

(6) 略 (6) 略 

 3 前項の場合において、免許情報記録個人

番号カードを提示したときは、当該免許情

報記録個人番号カードに記録された特定

免許情報を確認するために必要な措置を

受けなければならない。 

3・4 略 4・5 略 

付 則 付 則 

(公益法人等に係る市民税の課税の特例) 

第4条の2 当分の間、租税特別措置法第40

条第3項後段(同条第6項から第10項まで及

び第11項(同条第12項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。)の

規定によりみなして適用する場合を含

む。)の規定の適用を受けた同条第3項に規

定する公益法人等(同条第6項から第11項

までの規定により特定贈与等に係る公益

法人等とみなされる法人を含む。)を同条

第3項に規定する贈与又は遺贈を行った個

人とみなして、令附則第3条の2の3で定め

るところにより、これに同項に規定する財

産(同法第40条第6項から第11項までの規

定により特定贈与等に係る財産とみなさ

れる資産を含む。)に係る山林所得の金額、

譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る

市民税の所得割を課する。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2～13 略 2～13 略 

 14 市長は、法附則第15条の9の3第1項に規

定する特定マンションに係る区分所有に

係る家屋については、前項の申告書の提出

がなかった場合においても、マンションの

管理の適正化の推進に関する法律(平成12

年法律第149号)第5条の2第1項に規定する
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管理組合の管理者等から法附則第15条の9

の3第2項に規定する期間内に施行規則附

則第7条第17項各号に掲げる書類の提出が

され、かつ、当該特定マンションが法附則

第15条の9の3第1項に規定する要件に該当

すると認められるときは、前項の規定にか

かわらず、同条第1項の規定を適用するこ

とができる。 

14・15 略 15・16 略 

第16条の2 略 第16条の2 略 

 (加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準

の特例) 

 第16条の2の2 令和8年4月1日以後に第92条

の2第1項の売渡し又は同条第2項の売渡し

若しくは消費等(次項において「売渡し等」

という。)が行われた加熱式たばこ(第92

条第1号オに掲げる加熱式たばこをいい、

第93条の2の規定により製造たばことみな

されるものを含む。以下この条において同

じ。)に係る第94条第1項の製造たばこの本

数は、同条第3項の規定にかかわらず、当

分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める方法により換算した紙巻

たばこ(第92条第1号アに掲げる紙巻たば

こをいう。以下この項及び次項において同

じ。)の本数によるものとする。 

 (1) 葉たばこ(たばこ事業法第2条第2号

に規定する葉たばこをいう。)を原料の

全部又は一部としたものを紙その他こ

れに類する材料のもので巻いた加熱式

たばこ(当該葉たばこを原料の全部又は

一部としたものを施行規則附則第8条の

4の2に規定するところにより直接加熱

することによって喫煙の用に供される

ものに限る。) 当該加熱式たばこの重

量(フィルターその他の施行規則附則第

8条の4の3に規定するものに係る部分の

重量を除く。以下この項から第3項まで

において同じ。)の0.35グラムをもって

紙巻たばこの1本に換算する方法。ただ
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し、当該加熱式たばこの1本当たりの重

量が0.35グラム未満である場合にあっ

ては、当該加熱式たばこの1本をもって

紙巻たばこの1本に換算する方法 

 (2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たば

こ 当該加熱式たばこの重量の0.2グラ

ムをもって紙巻たばこの1本に換算する

方法。ただし、当該加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの重量が4グラム未満

である場合にあっては、当該加熱式たば

この品目ごとの1個をもって紙巻たばこ

の20本に換算する方法 

 2 前項の規定により加熱式たばこのうち同

項第1号ただし書の規定の適用を受けるも

の及び同項第2号ただし書の規定の適用を

受けるもの以外のものの重量を紙巻たば

この本数に換算する場合における計算は、

売渡し等が行われた加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの重量に当該加熱式たば

この品目ごとの数量を乗じて得た重量を

同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その

合計重量を紙巻たばこの本数に換算する

方法により行うものとする。 

 3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこ

の品目ごとの1個当たりの重量に0.1グラ

ム未満の端数がある場合には、その端数を

切り捨てるものとする。。 

 4 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第93

条の2の規定により製造たばことみなされ

るものに限る。)のうち、次に掲げるもの

については、同号ただし書の規定は、適用

しない。 

 (1) 第1項第1号に掲げる加熱式たばこと

併せて喫煙の用に供されるもの 

 (2) 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ

(第93条の2の規定により製造たばこと

みなされるものを除く。)と併せて喫煙

の用に供される加熱式たばこ(同条の規

定により製造たばことみなされるもの

に限る。)であって当該加熱式たばこの
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 みの品目のもの 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市都市計画税条例の一部改正) 

第2条 一宮市都市計画税条例(平成17年一宮市条例第39号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

第15条・第16条 略 第15条・第16条 略 

第17条 法附則第15条第1項、第9項、第13

項から第17項まで、第19項、第20項、第2

4項、第27項、第31項から第34項まで、第3

7項、第38項、第42項若しくは第45項、第1

5条の2第2項、第15条の3又は第63条の規定

の適用がある各年度分の都市計画税に限

り、第2条第2項中「又は第33項」とあるの

は、「若しくは第33項又は附則第15条から

第15条の3まで若しくは第63条」とする。

第17条 法附則第15条第1項、第9項、第13

項から第17項まで、第19項、第20項、第2

4項、第27項、第31項から第33項まで、第3

6項、第37項、第41項若しくは第44項、第1

5条の2第2項、第15条の3又は第63条の規定

の適用がある各年度分の都市計画税に限

り、第2条第2項中「又は第33項」とあるの

は、「若しくは第33項又は附則第15条から

第15条の3まで若しくは第63条」とする。

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

(1) 第1条中第34条の2、第36条の2第1項、第36条の3の2第1項第3号及び第36条の3の3

第1項の改正規定並びに次条第1項から第4項までの規定 令和8年1月1日 

(2) 第1条中付則第16条の2の次に1条を加える改正規定及び付則第5条の規定 令和8年

4月1日 

(3) 第1条中第34条の7第1項の改正規定(第6号を除く。)及び付則第4条の2を削る改正規

定並びに次条第5項の規定 公益信託に関する法律(令和6年法律第30号)の施行の日

の属する年の翌年の1月1日 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 第1条の規定による改正後の一宮市市税条例(以下「新市税条例」という。)第34条

の2及び第36条の2第1項の規定は、令和8年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和7年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

2 令和8年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新市税条例第36条の2第1項の規

定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額(特定親族(同条第1項第12

号に規定する特定親族をいう。第36条の3の2第1項第3号及び第36条の3の3第1項において

同じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。)に係るものを除く。)」
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とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

3 新市税条例第36条の3の2第1項の規定は、前条第1号に掲げる規定の施行の日(以下「1

号施行日」という。)以後に支払を受けるべき新市税条例第36条の2第1項ただし書に規定

する給与について提出する新市税条例第36条の3の2第1項及び第3項の規定による申告書

について適用し、1号施行日前に支払を受けるべき第1条の規定による改正前の一宮市市

税条例(以下「旧市税条例」という。)第36条の2第1項ただし書に規定する給与について

提出した旧市税条例第36条の3の2第1項及び第3項の規定による申告書については、なお

従前の例による。 

4 新市税条例第36条の3の3第1項の規定は、1号施行日以後に支払を受けるべき所得税法

(昭和40年法律第33号)第203条の6第1項に規定する公的年金等(同法第203条の7の規定の

適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提出す

る新市税条例第36条の3の3第1項の規定による申告書について適用し、1号施行日前に支

払を受けるべき公的年金等について提出した旧市税条例第36条の3の3第1項の規定によ

る申告書については、なお従前の例による。 

5 所得税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第8号)附則第3条第1項の規定の適用が

ある場合における前条第3号に掲げる規定による改正後の一宮市市税条例第34条の7第1

項(第9号及び第11号に係る部分に限る。)の規定の適用については、同項第9号及び第11

号中「寄附金」とあるのは、「寄附金(所得税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第8

号)附則第3条第1項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第1条の規定に

よる改正前の所得税法第78条第3項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。)」

とする。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第3条 新市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和7年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、令和6年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

(軽自動車税に関する経過措置) 

第4条 新市税条例第82条(第1号に係る部分に限る。)の規定は、令和7年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し、令和6年度分までの軽自動車税の種別割については、

なお従前の例による。 

(市たばこ税に関する経過措置) 

第5条 次項に定めるものを除き、付則第1条第2号に掲げる規定の施行の日前に課した、又

は課すべきであった加熱式たばこ(新市税条例付則第16条の2の2第1項に規定する加熱式

たばこをいう。次項において同じ。)に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

2 令和8年4月1日から同年9月30日までの間に、一宮市市税条例第92条の2第1項の売渡し又

は同条第2項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第94条第1項

の製造たばこの本数は、同条第3項及び新市税条例付則第16条の2の2の規定にかかわらず、

次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

(1) 一宮市市税条例第94条第3項の規定により換算した紙巻たばこ(新市税条例付則第

16条の2の2第1項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。)の本数に0.5を

乗じて計算した製造たばこの本数 

(2) 新市税条例付則第16条の2の2の規定により換算した紙巻たばこの本数に0.5を乗じ
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て計算した製造たばこの本数 

3 前項各号に掲げる製造たばこの本数に1本未満の端数がある場合には、その端数を切り

捨てるものとする。 

(都市計画税に関する経過措置) 

第6条 第2条の規定による改正後の一宮市都市計画税条例の規定は、令和7年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和6年度分までの都市計画税については、なお従前の

例による。 
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議案第52号 

一宮市指定障害福祉サービスの事業等の設備、運営等に関する基準等を定める条例

の一部改正について 

一宮市指定障害福祉サービスの事業等の設備、運営等に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する命令(令和6年内閣

府・厚生労働省令第3号)及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令(令和6年厚生労働省令第17号)の施行に伴い、就労選択支援の事業を行う指定障害福祉

サービス事業者について非常災害に備えて必要な設備を設けること等を義務とし、指定障

害者支援施設の事業に係る一般原則に利用者の意向確認等に係る措置を講ずること等を加

え、並びに条文の整理を行うため、本案を提出する。 
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一宮市指定障害福祉サービスの事業等の設備、運営等に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

一宮市指定障害福祉サービスの事業等の設備、運営等に関する基準等を定める条例(令和

2年一宮市条例第52号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(療養介護等の事業に係る指定障害福祉サ

ービスの事業に係る非常災害対策) 

(療養介護等の事業に係る指定障害福祉サ

ービスの事業に係る非常災害対策) 

第5条 療養介護、生活介護、短期入所、自

立訓練       、就労移行支援、就

労継続支援又は共同生活援助に係る指定

障害福祉サービス事業者は、消火設備その

他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに、震災、風水害、火災その他の

非常災害時に利用者の安全を確保するた

めに講ずべき必要な措置に関する具体的

な計画を立て、非常災害時の関係機関への

通報及び連絡の体制を整備しなければな

らない。 

第5条 療養介護、生活介護、短期入所、自

立訓練、就労選択支援、就労移行支援、就

労継続支援又は共同生活援助に係る指定

障害福祉サービス事業者は、消火設備その

他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに、震災、風水害、火災その他の

非常災害時に利用者の安全を確保するた

めに講ずべき必要な措置に関する具体的

な計画を立て、非常災害時の関係機関への

通報及び連絡の体制を整備しなければな

らない。 

2・3 略 2・3 略 

(指定障害者支援施設の人員、設備及び運

営に関する基準) 

(指定障害者支援施設の人員、設備及び運

営に関する基準) 

第13条 法第44条第1項及び第2項の条例で

定める基準は、次条及び第15条  に定め

るところによる。 

第13条 法第44条第1項及び第2項の条例で

定める基準は、次条から第15条までに定め

るところによる。 

 (指定障害者支援施設の一般原則) 

 第13条の2 指定障害者支援施設は、利用者

(施設障害福祉サービスを利用する障害者

をいう。以下この条において同じ。)の意

向、適性、障害の特性その他の事情を踏ま

えた計画を作成し、これに基づき利用者に

対して施設障害福祉サービスを提供する

とともに、その効果について継続的な評価

を実施することその他の措置を講ずるこ

とにより利用者に対して適切かつ効果的

に施設障害福祉サービスを提供しなけれ

ばならない。 

 2 指定障害者支援施設は、利用者の意思及

び人格を尊重して、常に当該利用者の立場
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に立った施設障害福祉サービスを提供す

るよう努めなければならない。 

 3 指定障害者支援施設は、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

 4 指定障害者支援施設は、利用者の自己決

定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつ

つ、利用者の地域生活への移行に関する意

向を把握し、当該意向を定期的に確認する

とともに、法第77条第3項各号に掲げる事

業を行う者又は一般相談支援事業若しく

は特定相談支援事業を行う者と連携を図

りつつ、利用者の希望に沿って地域生活へ

の移行に向けた措置を講じなければなら

ない。 

 5 指定障害者支援施設は、利用者の当該指

定障害者支援施設以外における指定障害

福祉サービス等(法第29条第1項に規定す

る指定障害福祉サービス等をいう。以下こ

の項において同じ。)の利用状況等を把握

するとともに、利用者の自己決定の尊重及

び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の

当該指定障害者支援施設以外における指

定障害福祉サービス等の利用に関する意

向を定期的に確認し、一般相談支援事業又

は特定相談支援事業を行う者と連携を図

りつつ、必要な援助を行わなければならな

い。 

(準用) (準用) 

第14条 第4条から第7条までの規定は、指定

障害者支援施設について準用する。この場

合において、第4条第1項中「障害者及び障

害児」とあるのは「障害者」と、「指定障

害福祉サービスを」とあるのは「施設障害

福祉サービスを」と、同条第2項中「利用

者又は障害児の保護者」とあるのは「利用

者」と、「指定障害福祉サービスを」とあ

るのは「施設障害福祉サービスを」と、第

第14条 第5条から第7条までの規定は、指定

障害者支援施設について準用する。この場

合において、第5条第1項中「利用者」とあ

るのは「利用者(施設障害福祉サービスを

利用する障害者をいう。以下この条におい

て同じ。)」             

                と、第
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6条中「指定障害福祉サービスに」とある

のは「施設障害福祉サービスに」と読み替

えるものとする。 

6条中「指定障害福祉サービスに」とある

のは「施設障害福祉サービスに」と読み替

えるものとする。 

(準用) (準用) 

第28条 第4条、第5条及び第7条  の規定

は、障害者支援施設について準用する。こ

の場合において、第4条第1項中「障害者及

び障害児」とあるのは「障害者」と、「指

定障害福祉サービスを」とあるのは「施設

障害福祉サービスを」と、同条第2項中「利

用者又は障害児の保護者」とあるのは「利

用者」と、「指定障害福祉サービスを」と

あるのは「施設障害福祉サービスを」と読

み替えるものとする。 

第28条 第5条、第7条及び第13条の2の規定

は、障害者支援施設について準用する。こ

の場合において、第5条第1項中「利用者」

とあるのは、「利用者(施設障害福祉サービ

スを利用する障害者をいう。以下この条に

おいて同じ。)」           

                 と読

み替えるものとする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、令和7年10月1日から施行する。 
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議案第53号 

一宮市保健所等設置条例の一部改正について 

一宮市保健所等設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

一宮市保健所の位置を変更し、及び水質検査等に係る手数料を新設するため、本案を提

出する。 
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一宮市保健所等設置条例の一部を改正する条例 

一宮市保健所等設置条例(令和2年一宮市条例第42号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(名称、位置等) (名称、位置等) 

第2条 保健所の名称、位置及び所管区域は、

次のとおりとする。 

第2条 略 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

2 略 2 略 

3 動物愛護事務所の名称及び位置は、次の

とおりとする。 

3 略 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

別表第2(第5条関係) 別表第2(第5条関係) 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

備考 備考 

1・2 略 1・2 略 

 3 99の項から102の項までに規定する

手数料について、市長が別に定める原

材料等(以下この項において「原材料

等」という。)を要する場合における

当該検査に係る手数料の金額は、それ

ぞれ当該検査に係る手数料の金額の

欄に掲げる金額に原材料等の実費の

額を加算して得た額とする。 

 4 99の項から102の項までに規定する

手数料は、当該手数料に係る区分の欄

に掲げるもの以外の検査を行う場合

においては、当該検査に係る手数料の

金額は、市長がその都度定める額とす

る。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

名称 位置 所管区域 

一宮市保健所 一宮市古金町1丁目3番地 一宮市の区域 

改正案 

名称 位置 所管区域 
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一宮市保健所 一宮市和光2丁目1番36号 一宮市の区域 

【別記2】 

現行 

名称 位置 

一宮市動物愛護事務所 一宮市貴船町3丁目2番地

改正案 

名称 位置 

一宮市動物愛護事務所 一宮市和光2丁目1番36号

【別記3】 

現行 

 手数料に係る事務 手数料名 区分 単位 金額(円) 備考 

略 

98 略 

改正案 

 手数料に係る事務 手数料名 区分 単位 金額(円) 備考 

略 

98 略 

99 水質検査 水質の理化

学検査手数

料 

一般検査 飲用水(7項

目) 

1件 5,800

飲用水(8項

目) 

1件 5,600

項目検査 簡単なもの 1項目 700

やや複雑な

もの 

1項目 1,300

複雑なもの

(全有機炭素

計を用いる

検査) 

1項目 2,600

複雑なもの

(イオンクロ

マトグラフ

を用いる検

査) 

1項目 2,800

(一斉に検

査を行う

ことがで

きる場合

は、2項目

目からは1
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項目につ

き1,000) 

水質の微生

物検査手数

料 

項目検査 簡易法 1項目 1,400

精密法 1項目 11,900

100 クリーニング業法に

基づく消毒を要する

洗たく物の検査 

おしぼりの

検査手数料

一般検査 1件 8,100

101 食品衛生法及び食品

表示法に基づく検査 

食品衛生法

等適否検査

手数料 

項目検査 定性分析 1成分 2,500

定量分析 1成分 3,600

一般検査 微生物検査 1件 2,800

飲食物の理

化学検査手

数料 

項目検査 定性分析 1成分 1,700

定量分析 1成分 7,300

飲食物の微

生物検査手

数料 

項目検査 簡易法 1項目 2,600

精密法 1項目 12,600

機器分析検

査手数料 

一般検査 質量分析装

置を用いる

検査 

1件 57,700

(1件が4成

分を超え

る場合は、

4成分を超

える1成分

ごとに14,

300円を加

えた額) 

高速液体ク

ロマトグラ

フ等の機器

を用いる検

査 

1件 11,700

(1件が4成

分を超え

る場合は、

4成分を超

える1成分

ごとに2,8

00円を加

えた額) 

102 病原微生物の検査 ふん便の微

生物検査手

数料 

一般検査 赤痢菌及び

サルモネラ

属菌(2項目)

1件 580
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赤痢菌、サル

モネラ属菌

及び腸管出

血性大腸菌O

157(3項目) 

1件 1,050

付 則 

この条例は、令和7年11月1日から施行する。ただし、別表第2の改正規定は、規則で定め

る日から施行する。 
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議案第54号 

一宮市企業の立地の促進に関する条例の一部改正について 

一宮市企業の立地の促進に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

高度先端産業立地促進奨励金を要綱に基づき交付することに伴い当該奨励金の規定を削

除し、賃借型立地奨励金を廃止し、奨励措置に係る要件から雇用に係るものを削除し、立

地促進奨励金について補助の対象を変更し、及び条文の整理を行うため、本案を提出する。 
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一宮市企業の立地の促進に関する条例の一部を改正する条例 

第1条 一宮市企業の立地の促進に関する条例(平成14年一宮市条例第13号)の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正後 

(奨励措置) (奨励措置) 

第3条 市長は、事業者に対し、予算の範囲

内で、次に掲げる奨励措置を講ずるものと

する。ただし、第1号から第3号までに掲げ

る奨励措置については、同一の事業者に対

し重複して適用することができないもの

とする。 

第3条 市長は、事業者に対し、予算の範囲

内で、次に掲げる奨励措置を講ずるものと

する。ただし、第1号及び第2号  に掲げ

る奨励措置については、同一の事業者に対

し重複して適用することができないもの

とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 高度先端産業立地促進奨励金の交付

(3)・(4) 略 (2)・(3) 略 

2 略 2 略 

(高度先端産業立地促進奨励金の交付) 

第6条 前条第1号オ、第2号及び第3号の規定

に該当する事業者のうち、次の各号に掲げ

るすべての要件に該当するものが市内に

事業所の新設等を行う場合には、高度先端

産業立地促進奨励金を交付する。 

第6条 削除 

(1) 事業所の新設等に係る投下固定資産

総額(土地に係るものを除く。)が50億円

(当該事業所の新設等を行う事業者が中

小企業者である場合にあっては2億円、

新設等に係る事業所が研究所である場

合にあっては5億円(中小企業者が新設

等をした研究所である場合にあっては、

2億円))以上であること。 

(2) 事業所(研究所を除く。以下この号に

おいて同じ。)の操業開始に伴い、新た

に常用雇用従業員を20人(当該事業所の

操業開始を行う事業者が中小企業者で

ある場合にあっては、5人)以上雇用する

こと。 

2 高度先端産業立地促進奨励金の額は、当

該事業所の新設等に係る投下固定資産総

額(土地に係るものを除く。)の10パーセン
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ト(当該事業所が研究所である場合にあっ

ては、20パーセント)に相当する額とする。

ただし、その額が次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める額を超えるとき

は、当該各号に定める額とする。 

(1) 次号に掲げる場合以外の場合 10億

円 

(2) 当該事業所が愛知県から直接愛知県

21世紀高度先端産業立地補助金の交付

を受けることのできる事業所である場

合 5億円 

3 前項本文の規定にかかわらず、事業所の

新設等に係る建物が賃借による場合又は

既設の工場(電子計算機に係るプログラム

の作成を行う事業にあっては、事業場)若

しくは研究所の建物内に新たに機械設備

を設置する場合における同項本文の規定

の適用については、同項本文中「10パーセ

ント」とあるのは「5パーセント」と、「2

0パーセント」とあるのは「10パーセント」

とそれぞれ読み替えるものとする。 

4 前2項の規定により交付すべき高度先端

産業立地促進奨励金の額が5億円を超える

場合においては、これを2年間に分割して

交付することができる。 

(端数計算) (端数計算) 

第9条 第5条から前条まで  の規定による

奨励金の額に1,000円未満の端数金額が生

じた場合は、その端数金額を切り捨てるも

のとする。 

第9条 第5条、第7条及び前条の規定による

奨励金の額に1,000円未満の端数金額が生

じた場合は、その端数金額を切り捨てるも

のとする。 

(奨励措置の適用の取消し等) (奨励措置の適用の取消し等) 

第12条 市長は、適用事業者が奨励措置の適

用期間(当該期間が操業開始をした日から

5年を経過する日までに満了する場合にあ

っては、操業開始をした日から5年を経過

する日までの期間。以下この条において同

じ。)内に次の各号のいずれかに該当する

と認めた場合は、奨励措置の決定を取り消

し、奨励措置を停止し、又は既に実行した

第12条 略 
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奨励措置に係る金額の全部若しくは一部

の返還を命ずること(以下この条において

「取消し等の命令」という。)ができる。

ただし、第5号から第8号までのいずれかに

該当することによる取消し等の命令につ

いては、奨励措置の適用期間満了後におい

ても行うことができる。 

(1) 第5条から第8条まで に規定する奨

励金の交付要件を欠くこととなった場

合 

(1) 第5条、第7条及び第8条に規定する奨

励金の交付要件を欠くこととなった場

合 

(2)～(8) 略 (2)～(8) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第2条 一宮市企業の立地の促進に関する条例の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 略 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 賃借型立地 土地及び家屋を賃借す

ることにより、事業所の新設等を行うこ

とをいう。 

(5)から(7)まで 削除 

(6)及び(7) 削除 

(8) 投下固定資産総額 事業者が事業所

の新設等に要した費用のうち、土地、家

屋及び償却資産の取得費の合計額(消費

税及び地方消費税相当額を除く。)をい

う。ただし、土地については、家屋の建

設に係る工事に着手する日前3年以内に

取得したものに限るものとする。 

(8) 固定資産取得費用 事業者が事業所

の新設等に要した費用のうち、土地、家

屋及び償却資産の取得費の合計額(消費

税及び地方消費税相当額を除く。)をい

う。ただし、土地については、家屋の建

設に係る工事に着手する日前3年以内に

取得したものに限るものとする。 

(9)～(11) 略 (9)～(11) 略 

 (12) 固定資産評価額 地方税法(昭和25

年法律第226号)第411条第1項の規定に

より固定資産課税台帳に登録された固

定資産の価格をいう。 

(奨励措置) (奨励措置) 

第3条 市長は、事業者に対し、予算の範囲

内で、次に掲げる奨励措置を講ずるものと

する。ただし、第1号及び第2号に掲げる奨

第3条 市長は、事業者に対し、予算の範囲

内で、次に掲げる奨励措置を講ずるものと

する。 
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励措置については、同一の事業者に対し重

複して適用することができないものとす

る。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 賃借型立地奨励金の交付 

(3) 略 (2) 略 

2 略 2 略 

(立地促進奨励金の交付) (立地促進奨励金の交付) 

第5条 次の各号に掲げるすべての要件に該

当する事業者には、      当該事業

所の新設等に要した投下固定資産総額  

        の5パーセントに相当す

る額(その額が1億5千万円を超えるとき

は、1億5千万円)を立地促進奨励金として

交付する。 

第5条 次の各号に掲げるすべての要件に該

当する事業者には、新設等をした当該事業

所に係る土地、家屋及び償却資産の固定資

産評価額の合計額の5パーセントに相当す

る額(その額が1億5千万円を超えるとき

は、1億5千万円)を立地促進奨励金として

交付する。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 事業所の新設等に要した投下固定資

産総額が5億円(中小企業者にあっては、

1億円)以上であること。 

(2) 事業所の新設等に要した固定資産取

得費用が5億円(中小企業者にあっては、

1億円)以上であること。 

(3) 事業所(研究所を除く。)の操業開始

に伴い、新たに常用雇用従業員を10人

(中小企業者にあっては、5人)以上雇用

すること。 

第6条 削除 第6条及び第7条 削除 

(賃借型立地奨励金の交付) 

第7条 第5条第1号及び第3号の規定に該当

する事業者のうち、賃借型立地に該当する

ものには、当該事業所の土地及び家屋の賃

貸借に要する経費(敷金、権利金その他こ

れらに類する経費を除く。)の10パーセン

トに相当する額を賃借型立地奨励金とし

て、操業開始をした日の属する年度の翌年

度(その日が3月に属する場合にあっては、

翌々年度)から3年間、交付する。ただし、

1年当たり120万円を限度とする。 

(端数計算) (端数計算) 

第9条 第5条、第7条及び前条の規定による

奨励金の額に1,000円未満の端数金額が生

じた場合は、その端数金額を切り捨てるも

第9条 第5条及び前条   の規定による

奨励金の額に1,000円未満の端数金額が生

じた場合は、その端数金額を切り捨てるも
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のとする。 のとする。 

(奨励措置の適用の取消し等) (奨励措置の適用の取消し等) 

第12条 市長は、適用事業者が奨励措置の適

用期間(当該期間が操業開始をした日から

5年を経過する日までに満了する場合にあ

っては、操業開始をした日から5年を経過

する日までの期間。以下この条において同

じ。)内に次の各号のいずれかに該当する

と認めた場合は、奨励措置の決定を取り消

し、奨励措置を停止し、又は既に実行した

奨励措置に係る金額の全部若しくは一部

の返還を命ずること(以下この条において

「取消し等の命令」という。)ができる。

ただし、第5号から第8号までのいずれかに

該当することによる取消し等の命令につ

いては、奨励措置の適用期間満了後におい

ても行うことができる。 

第12条 略 

(1) 第5条、第7条及び第8条に規定する奨

励金の交付要件を欠くこととなった場

合 

(1) 第5条及び第8条   に規定する奨

励金の交付要件を欠くこととなった場

合 

(2)～(8) 略 (2)～(8) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第2条の規定は、令和7年9月1日から施行

する。 

(経過措置) 

2 第1条の規定による改正後の一宮市企業の立地の促進に関する条例(以下この項におい

て「新条例」という。)の規定は、この条例の施行の日以後に新条例第4条の規定による

申請をする事業者に係る奨励措置について適用し、同日前に同条の規定による申請をし

た事業者に係る奨励措置については、なお従前の例による。 

3 第2条の規定による改正後の一宮市企業の立地の促進に関する条例の規定(以下この項

において「新条例」という。)は、令和7年9月1日以後に新条例第4条の規定による申請を

する事業者に係る奨励措置について適用し、同日前に同条の規定による申請をした事業

者に係る奨励措置については、なお従前の例による。 
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議案第55号 

一宮市温水プールの設置及び管理等に関する条例の廃止について 

一宮市温水プールの設置及び管理等に関する条例を廃止する条例を次のように定める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

一宮市温水プールを廃止するため、本案を提出する。 
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一宮市温水プールの設置及び管理等に関する条例を廃止する条例 

一宮市温水プールの設置及び管理等に関する条例(昭和58年一宮市条例第27号)は、廃止

する。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和8年4月1日から施行する。 

(議会の議決に付すべき公の施設に関する条例の一部改正) 

2 議会の議決に付すべき公の施設に関する条例(昭和39年一宮市条例第5号)の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正後 

(公の施設の廃止) (公の施設の廃止) 

第2条 次の各号のいずれかに該当する公の

施設を廃止しようとするときは、議会にお

いて出席議員の3分の2以上の者の同意を

得なければならない。 

第2条 略 

(1)～(21) 略 (1)～(21) 略 

(22) 一宮市温水プールの設置及び管理

等に関する条例(昭和58年一宮市条例第

27号)第2条に定める温水プール 

(23)～(54) 略 (22)～(53) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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議案第56号 

愛知県中核市小児慢性特定疾病審査会共同設置規約の変更に関する協議について 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の7第3項において準用する同法第252条の2の2

第3項の規定に基づき、別紙のとおり、愛知県中核市小児慢性特定疾病審査会共同設置規約

を変更することについて、関係地方公共団体と協議をするため、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

一宮市保健所の位置を変更することに伴い、愛知県中核市小児慢性特定疾病審査会共同

設置規約を変更することについて、関係地方公共団体と協議をするため、本案を提出する。 
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愛知県中核市小児慢性特定疾病審査会共同設置規約の一部を変更する規約 

愛知県中核市小児慢性特定疾病審査会共同設置規約の一部を次のように変更する。 

現行 改正後 

(執務場所) (執務場所) 

第4条 審査会の執務場所は、次のとおりと

する。 

第4条 略 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 幹事市が一宮市のときは、一宮市古

金町一丁目3番地 一宮市保健所内 

(3) 幹事市が一宮市のときは、一宮市和

光二丁目1番36号 一宮市保健所内 

(4) 略 (4) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この規約は、令和7年11月1日から施行する。 

- 38 -



議案第57号 

一宮市民会館外壁等改修工事の請負契約の締結について 

次のとおり一宮市民会館外壁等改修工事の請負契約の締結をしたいので、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条の規

定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 一宮市民会館外壁等改修工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市朝日2丁目5番1号 

3 工 事 概 要 市民会館外壁等改修工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 192,280,000円 

6 契約の相手方 一宮市北方町北方字東泉屋郷174番地 

株式会社賀真田工務店 
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議案第58号 

環境センターごみ焼却施設定期修繕工事の請負契約の締結について 

次のとおり環境センターごみ焼却施設定期修繕工事の請負契約の締結をしたいので、議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4

号)第2条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 環境センターごみ焼却施設定期修繕工事

2 工 事 場 所 一宮市奥町字六丁山52番地 

3 工 事 概 要 ごみ焼却施設の分解、整備及び調整に伴う定期修繕工事 

(1) 受入供給設備工事一式 

(2) 燃焼設備工事一式 

(3) 燃焼ガス冷却設備工事一式 

(4) 排ガス処理設備工事一式 

(5) 給排水配管設備工事一式 

(6) 余熱利用発電設備工事一式 

(7) 通風設備工事一式 

(8) 灰出し設備工事一式 

(9) 電気計装設備工事一式 

(10) 雑設備工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 456,500,000円 

6 契約の相手方 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 名古屋支店 
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議案第59号 

旧中央看護専門学校及び旧スケート場の解体工事の請負契約の締結について 

次のとおり旧中央看護専門学校及び旧スケート場の解体工事の請負契約の締結をしたい

ので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条

例第4号)第2条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 旧中央看護専門学校・旧スケート場解体工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市松降1丁目9番21号 

3 工 事 概 要 旧中央看護専門学校・旧スケート場解体工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 229,790,000円 

6 契約の相手方 一宮市三条字中34番地4 

株式会社吉田組 
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議案第60号 

平島公園野球場改修工事の請負契約の締結について 

次のとおり平島公園野球場改修工事の請負契約の締結をしたいので、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条の規定に

基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 平島公園野球場改修工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市羽衣2丁目5番3号 

3 工 事 概 要 野球場改修工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 167,200,000円 

6 契約の相手方 一宮市あずら3丁目9番23号 

株式会社三昭堂 
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議案第61号 

準用河川千間堀川橋梁改良工事の請負契約の締結について 

次のとおり準用河川千間堀川橋梁改良工事の請負契約の締結をしたいので、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 準用河川千間堀川橋梁改良工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市丹陽町外崎地内 

3 工 事 概 要 橋梁改良工一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 167,970,000円 

6 契約の相手方 一宮市西島町5丁目8番地 

昭和土建株式会社 
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議案第62号 

新保健所建設工事の請負契約の締結に係る議決内容の変更について 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例

第4号)第2条の規定に基づき、既に議決を得た、新保健所建設工事の請負契約の締結につい

て、契約金額に関し議決の内容を変更すべき部分が生じたので、同条の規定に基づき、議

会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 新保健所建設工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市和光2丁目1番12号他 

3 工 事 概 要 (1) 新保健所建設工事一式 

ア 構造 鉄筋コンクリート造地上4階建 

イ 延べ床面積 4,162.21㎡ 

(2) 外構工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 

当 初 金 額(令和6年3月21日議決) 1,735,800,000円

第1回変更金額(令和6年9月25日議決) 1,773,652,100円

今回変更金額 1,790,999,100円

6 契約の相手方 中村・榊原・日愛特定建設工事共同企業体 

代表者 一宮市時之島字吹上23番地2 

株式会社中村工業 

構成員 一宮市北園通2丁目10番地 

榊原建設株式会社 

構成員 一宮市和光2丁目1番21号 

日愛工業株式会社 
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議案第63号 

新保健所建設電気設備工事の請負契約の締結に係る議決内容の変更について 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例

第4号)第2条の規定に基づき、既に議決を得た、新保健所建設電気設備工事の請負契約の締

結について、契約金額に関し議決の内容を変更すべき部分が生じたので、同条の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 新保健所建設電気設備工事(週休2日)

2 工 事 場 所 一宮市和光2丁目1番12号他 

3 工 事 概 要 新保健所建設に伴う電気設備工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 

当 初 金 額(令和6年3月21日議決) 466,023,800円

第1回変更金額(令和6年7月11日専決) 479,672,600円

今回変更金額 485,135,200円

6 契約の相手方 大橋・村橋特定建設工事共同企業体 

代表者 一宮市小信中島字下郷西20番地 

大橋電機株式会社 

構成員 一宮市今伊勢町馬寄字志水35番地3 

株式会社村橋電機 
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議案第64号 

高機能消防指令センター設備及び消防救急デジタル無線設備の更新業務委託契約の

締結について 

次のとおり高機能消防指令センター設備及び消防救急デジタル無線設備の更新業務委託

契約の締結をしたいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契 約 名 称 高機能消防指令センター及び消防救急デジタル無線設備更新業務委託

契約

2 場 所 一宮市緑1丁目1番10号 

3 契 約 概 要 (1) 高機能消防指令センター設備更新工事一式 

(2) 消防救急デジタル無線設備更新工事一式 

(3) 配線工事一式 

(4) 撤去工事一式 

4 契 約 方 法 指名競争入札 

5 契 約 金 額 1,280,400,000円 

6 契約の相手方 名古屋市中区錦一丁目17番1号 

日本電気株式会社 東海支社 
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議案第65号 

簡易防災備蓄倉庫の売買契約の締結について 

次のとおり一宮市指定避難所において使用する簡易防災備蓄倉庫の売買契約の締結をし

たいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮

市条例第4号)第3条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 物 品 名 簡易防災備蓄倉庫 

2 数    量 25基 

3 契 約 方 法 一般競争入札 

4 契 約 金 額 36,107,500円 

5 契約の相手方 一宮市千秋町小山字高砂30番地 

内外物産株式会社 
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議案第66号 

和解及び損害賠償の額の決定について 

車両損傷事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法(昭和22年法律

第67号)第96条第1項第12号及び第13号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 事故の概要 

令和6年7月29日、本件和解の相手方(個人。以下「相手方」という。)が、相手方の所

有する車両(以下「車両」という。)で一宮市銀座通公共駐車場(以下「駐車場」という。)

に進入する際、おりもの感謝祭一宮七夕まつり開催のため駐車場入口前に設置されてい

た転落防止用ネットが垂れ下がっていたため、車両の上部が当該転落防止用ネットに接

触し、車両が損傷した。 

2 和解の内容 

一宮市は、相手方に対し、本件事故に係る損害賠償金として318,919円を、令和7年7

月31日限り、相手方が指定する口座に振り込む方法により支払う。本件事故に関して、

本条項に定めるほか、一宮市及び相手方の間には、一切の債権債務関係がないことを確

認する。 

3 損害賠償の額 

318,919円 
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議案第67号 

市道路線の廃止及び認定について 

市道の路線を次のとおり廃止し、及び認定したいので、道路法(昭和27年法律第180号)

第8条第2項及び第10条第3項の規定により、議会の議決を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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① 路線廃止整理番号

路 線 廃 止 部 分

● 路 線 廃 止 起 点

▲ 路 線 廃 止 終 点

1 路線認定整理番号

路 線 認 定 部 分

○ 路 線 認 定 起 点

△ 路 線 認 定 終 点

凡　　　　　　　　例
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整　理 起　　　　　　　　　　　　点

番　号 終　　　　　　　　　　　　点

丹陽町九日市場字円之内

丹陽町九日市場字円之内

以　下　余　白

主　要　な

① 市道J576号線

経　過　地

路線廃止

路　　　線　　　名
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整　理 起　　　　　　　　　　　　点

番　号 終　　　　　　　　　　　　点

大和町馬引字焼野

大和町馬引字焼野

今伊勢町新神戸字郷東

今伊勢町新神戸字郷東

以　下　余　白

2 市道E319号線

路線認定

路　　　線　　　名
主　要　な

経　過　地

1 市道I825号線
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①

S=1／10,000

N案内図
路線廃止

名神高速道路

名
古
屋
高
速
16号

一
宮
線

一宮インターチェンジ

県
道
井
之
口
江
南
線

国
道
22号

市道Ｊ576号線
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位置図
路線廃止

S=1／2,500

N

▼

●

①

市
道
Ｊ

57
6号

線
名神高速道路

一宮インターチェンジ

国
道
2
2号

名
古
屋
高
速
1
6号

一
宮
線

県
道
井
之
口
江
南
線
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市道I825号線

1

主要地方道大垣一宮線

S=1／10,000

N

東
海
北
陸
自
動
車
道

県
道
萩
原
三
条
北
方
線

主
要

地
方

道
岐

阜
稲

沢
線

日
光
川

案内図
路線認定
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整理番号 路線名 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 隅切部幅員(ｍ)

8.8 （起点）1 市道I825号線 61.13 4.5

位置図
路線認定

S=1／2,500

N

開発区域

▽

〇 1
市道I825号線

主要地方道大垣一宮線

東
海
北
陸
自
動
車
道

県
道
萩
原
三
条
北
方
線
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路線認定

案内図
S=1／10,000

N

2
市道E319号線

主要地方道大垣一宮線

名
鉄
名
古
屋
本
線

JR東
海
道
本
線

県
道
奥
音
羽
線

名
鉄
尾
西
線

日光川

中部中学校

国
道
15
5号

今伊勢中学校

今伊勢小学校
県
道
名
古
屋
一
宮
線
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路線認定

位置図
S=1／2,500

N

整理番号 路線名 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 隅切部幅員(ｍ)

8.8 （起点）1 市道E319号線 73.80 4.5

開発区域

〇

▽

2
市道E319号線

名
鉄
名
古
屋
本
線

JR東
海
道
本
線
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承認第1号 

専決処分の承認について 

次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定に

基づき、議会の承認を求める。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例 

(令和7年3月31日専決) 
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令和7年3月31日 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

一宮市長 中 野 正 康 

一宮市条例第26号 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例 

(一宮市市税条例の一部改正) 

第1条 一宮市市税条例(平成17年一宮市条例第38号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2～14 略 2～14 略 

15 法附則第15条第37項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第36項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

16 法附則第15条第38項の条例で定める割

合は、2分の1とする。 

16 法附則第15条第37項の条例で定める割

合は、2分の1とする。 

17 法附則第15条第41項の条例で定める割

合は、3分の1とする。 

17 法附則第15条第40項の条例で定める割

合は、3分の1とする。 

18 法附則第15条第42項の条例で定める割

合は、4分の3とする。 

18 法附則第15条第41項の条例で定める割

合は、4分の3とする。 

19・20 略 19・20 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市都市計画税条例の一部改正) 

第2条 一宮市都市計画税条例(平成17年一宮市条例第39号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(法附則第15条第37項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第36項の条例で定める割

合) 

第3条 法附則第15条第37項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

第3条 法附則第15条第36項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

(法附則第15条第38項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第37項の条例で定める割

合) 

第3条の2 法附則第15条第38項の条例で定

める割合は、2分の1とする。 

第3条の2 法附則第15条第37項の条例で定

める割合は、2分の1とする。 

(法附則第15条第42項の条例で定める割 (法附則第15条第41項の条例で定める割
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合) 合) 

第4条 法附則第15条第42項の条例で定める

割合は、4分の3とする。 

第4条 法附則第15条第41項の条例で定める

割合は、4分の3とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市国民健康保険税条例の一部改正) 

第3条 一宮市国民健康保険税条例(昭和60年一宮市条例第12号)の一部を次のように改正

する。 

現行 改正後 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 前項第1号の基礎課税額は、世帯主(前条

第2項の世帯主を除く。)及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。た

だし、当該合算額が650,000円を超える場

合においては、基礎課税額は、650,000円

とする。 

2 前項第1号の基礎課税額は、世帯主(前条

第2項の世帯主を除く。)及びその世帯に

属する国民健康保険の被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。た

だし、当該合算額が660,000円を超える場

合においては、基礎課税額は、660,000円

とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が240,000円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額

は、240,000円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が260,000円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額

は、260,000円とする。 

4 略 4 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の

基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が650,

000円を超える場合には、650,000円)、同

条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及びエに掲げる額を減額して得た

額(当該減額して得た額が240,000円を超

える場合には、240,000円)並びに同条第4

項本文の介護納付金課税額からオ及びカ

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の

基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が660,

000円を超える場合には、660,000円)、同

条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及びエに掲げる額を減額して得た

額(当該減額して得た額が260,000円を超

える場合には、260,000円)並びに同条第4

項本文の介護納付金課税額からオ及びカ
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に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が170,000円を超える場合には、1

70,000円)の合算額とする。 

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が170,000円を超える場合には、1

70,000円)の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき295,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。) 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき305,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき545,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき560,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前2号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

2・3 略 2・3 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第2条 第1条の規定による改正後の一宮市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和7年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和6年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 
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(都市計画税に関する経過措置) 

第3条 第2条の規定による改正後の一宮市都市計画税条例の規定は、令和7年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和6年度分までの都市計画税については、なお従前の

例による。 

(国民健康保険税に関する経過措置) 

第4条 第3条の規定による改正後の一宮市国民健康保険税条例の規定は、令和7年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和6年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 
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報告第6号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第1項、第2項第1号及び第3

号並びに第4項の規定により、次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第

67号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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市長の専決処分事項の指定について (昭和 62 年 3 月 23 日議決 ) 

1 第 1 項 関係 (和解 ) 

専 決 処 分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因 市 が 負 担 す べ き も の 所   属

令 和  

 7.  3. 6 

令 和  

 6.  9. 5  
車 両 損 傷 事 故  な    し  消 防 救 急 課  

令 和  

 7.  3.1 1 

令 和  

 7.  1.16  
車 両 損 傷 事 故  な    し  尾 西 消 防 署  

令 和  

 7.  3.1 4 

令 和  

 7.  1.27  
交 通 事 故  な    し  治 水 課  

2 第 2 項 第 1 号 及び第 3 号関係 (和解及び損害賠 償の額の決定 ) 

専 決 処 分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因

市 が 負 担 す べ き も の  
所   属

うち損害賠償額 

令 和  

 7.  3. 3  

令 和  

 6. 12.13  
車 両 損 傷 事 故  77,8 36円 77,83 6円 施 設 管 理 課  

令 和  

 7.  3. 6  

令 和  

 7.  1. 7  
交 通 事 故  30,250円 30, 250円 健 康 支 援 課  

令 和  

 7.  3. 6  

令 和  

 7.  1.28  
交 通 事 故  15 9,500円 159, 500円 健 康 支 援 課  

令 和  

 7.  3. 7  

令 和  

 6. 12.30  
交 通 事 故  79,739円 79, 739円 尾 西 消 防 署  

令 和  

 7.  3. 7  

令 和  

 7.  1. 7  
交 通 事 故  30,250円 30, 250円 健 康 支 援 課  

-
 
6
6
 
-



令 和  

 7.  3.10  

令 和  

 6. 10.18  
交 通 事 故  45 2,967円 452, 967円 収 集 業 務 課  

令 和  

 7.  3.24  

令 和  

 7.  2.21  
車 両 損 傷 事 故  282,6 23円 28 2,62 3円 維 持 課  

3 第 4 項 関係 (市営 住宅の明渡 し等を求める訴 えの提起 ) 

専 決 処 分  

年 月 日  

訴 え の 提 起  

年 月 日  
事 件 名 概  要  

令 和  

 7.  4.16  

令 和  

 7. 4 .18  

名 古 屋 地 方 裁 判 所 一 宮 支 部 令 和 7年 (ワ )第 147号  

市 営 住 宅 明 渡 し 等 請 求 事 件  

市 営 住 宅 の 不 法 入 居 者 に 対 し て 市 営 住 宅 の 明 渡 し

等 を 求 め る 訴 え の 提 起  

-
 
6
7
 
-



報告第7号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第6項の規定に基づき、次の

とおり工事の請負契約に係る契約金額を増額変更したので、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契約金額の増額変更に係る専決処分の日 

令和7年3月3日 

2 契約金額の増額変更に係る専決処分の内容 

(1) 契約名称 

市道J920号線橋梁新設(上部)工事の請負契約 

(2) 契約金額 

当 初 金 額(令和5年9月22日議決) 222,200,000円

今回変更金額(令和7年3月3日専決) 230,365,300円

当初金額と今回変更金額の差 8,165,300円

(3) 契約金額の増額変更に係る理由 

建設現場の労働環境改善の取組として、週休2日制対象工事への変更、快適トイレ

の設置等を行ったため 
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報告第8号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第6項の規定に基づき、次の

とおり工事の請負契約に係る契約金額を増額変更したので、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契約金額の増額変更に係る専決処分の日 

令和7年4月16日 

2 契約金額の増額変更に係る専決処分の内容 

(1) 契約名称 

新保健所建設空調設備工事(週休2日)の請負契約 

(2) 契約金額 

当 初 金 額(令和6年3月21日議決) 363,000,000円

第1回変更金額(令和6年7月11日専決) 370,764,900円

今回変更金額(令和7年4月16日専決) 372,506,200円

当初金額と今回変更金額の差 9,506,200円

(3) 契約金額の増額変更に係る理由 

令和7年3月に労務単価が改正され、及び建設資材の価格変動に伴い資材単価が改

定されたことにより、一宮市公共工事請負契約約款第26条第6項(インフレスライド条

項)の規定に基づき請負代金額の増額に係る請求があったため 
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報告第9号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第6項の規定に基づき、次の

とおり工事の請負契約に係る契約金額を増額変更したので、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契約金額の増額変更に係る専決処分の日 

令和7年4月16日 

2 契約金額の増額変更に係る専決処分の内容 

(1) 契約名称 

一宮市民会館特定天井等改修工事(週休2日)の請負契約 

(2) 契約金額 

当 初 金 額(令和6年12月23日議決) 588,500,000円

今回変更金額(令和7年4月16日専決) 597,438,600円

当初金額と今回変更金額の差 8,938,600円

(3) 契約金額の増額変更に係る理由 

令和7年3月に労務単価が改正され、及び建設資材の価格変動に伴い資材単価が改

定されたことにより、一宮市公共工事請負契約約款第26条第6項(インフレスライド条

項)の規定に基づき請負代金額の増額に係る請求があったため 
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報告第10号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第6項の規定に基づき、次の

とおり工事の請負契約に係る契約金額を増額変更したので、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 契約金額の増額変更に係る専決処分の日 

令和7年4月16日 

2 契約金額の増額変更に係る専決処分の内容 

(1) 契約名称 

一宮市民会館特定天井等改修電気設備工事(週休2日)の請負契約 

(2) 契約金額 

当 初 金 額(令和6年12月23日議決) 225,170,000円

今回変更金額(令和7年4月16日専決) 229,423,700円

当初金額と今回変更金額の差 4,253,700円

(3) 契約金額の増額変更に係る理由 

令和7年3月に労務単価が改正され、及び建設資材の価格変動に伴い資材単価が改

定されたことにより、一宮市公共工事請負契約約款第26条第6項(インフレスライド条

項)の規定に基づき請負代金額の増額に係る請求があったため 
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報告第11号 

令和6年度愛知県一宮市一般会計継続費逓次繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市一般会計継続費逓次繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第145条第1項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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国 県
支 出 金

市 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（
大平島公園
多加木公園

）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

（ 三ツ井公園 ）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

7,046,230,000 2,125,450,000 1,223,070,200 3,348,520,200 2,244,414,900 1,104,105,300 1,104,105,300 121,805,300 435,000,000 547,300,000 0

10 教 育 費 １
教 育
総 務 費

令和6年度　　　　愛知県一宮市一般会計継続費繰越計算書

款 項 事 業 名 継続費の総額

令和6年度継続費予算現額

支 出 済 額
及 び
支出見込額

残 額
翌 年 度
逓 次
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

予算計上額
前 年 度
逓 次
繰 越 額

計 繰 越 金

0
尾 西 プ ー ル
解 体 事 業

181,830,000 8,180,000 0 8,180,000 2,820,000 5,360,000 5,360,000 5,360,000 0 0

396,700,000 0

流 域 貯 留 施 設
築 造 事 業 1,564,800,000 180,000,000 987,000,000 1,167,000,000 920,828,700

特 定 財 源

新 保 健 所
建 設 工 事
監 理 事 業

97,900,000 72,450,000

045,000,000

0

新 保 健 所
建 設 事 業

2,944,100,000 1,357,170,000 0 1,357,170,000 939,581,000 417,589,000 417,589,000 20,889,000

66,585,200 5,935,000 5,935,000 335,00070,200 72,520,200

計

0 5,600,000

0 0

0

ツインアーチ１３８
エ レ ベ ー タ ー
改 修 事 業

277,600,000 107,650,000 0 107,650,000 78,600,000 29,050,000 29,050,000 29,050,000

236,000,000 400,000,000 400,000,000

流 域 貯 留 施 設
築 造 事 業 1,980,000,000 400,000,000 236,000,000 636,000,000 0 300,000,000 100,000,000

保 健
衛 生 費

８ 土 木 費

３ 水 路 費

４ 衛 生 費 １

0

246,171,300 246,171,300 66,171,300 135,000,000

0

都 市
計 画 費

４

-
 
7
3
 
-



報告第12号 

令和6年度愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

- 74 -



3 民 生 費 1 社 会
福 祉 費

時間外勤務手当 190,000 190,000 0

消耗品費 60,000 19,434

通信運搬費 5,000,000 2,220,000 (国) 189,776,242

手数料 7,924,000 2,376,808

物価高騰対応重点支援給付金給付事
務委託料

11,070,000 11,070,000

物価高騰対応重点支援給付金システ
ム構築業務委託料

15,000,000 13,240,000

物価高騰対応重点支援給付金(非課税
世帯)

900,000,000 137,640,000

物価高騰対応重点支援給付金(非課税
世帯こども加算)

100,000,000 23,020,000

4 衛 生 費 3 清 掃 費 環境センター一般管理事業

施設点検手数料 8,800,000 8,800,000 0 0 8,800,000

8 土 木 費 2 道 路
橋 梁 費

日光川2号放水路関連公共補償事業

道路用地購入費 25,492,000 25,491,228 公共補償金 0 0

25,491,228

令和6年度　　　　愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

物価高騰対応重点支援給付金(低所得世
帯支援枠)支給事業

0 物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付
金

-
 
7
5
 
-



款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 2 道 路
橋 梁 費

幹線舗装改良事業

幹線舗装改良工事請負費 151,000,000 151,000,000 0 防災・安全交付金 0

(国) 74,000,000

道路整備事業
（道路橋梁債）
(市債) 77,000,000

8 土 木 費 2 道 路
橋 梁 費

橋梁保全事業

橋梁設計委託料 21,400,000 21,400,000 0 防災・安全交付金 100,000

橋梁保全工事請負費 121,077,000 121,077,000 (国) 26,900,000

道路メンテナンス事業
補助金

(国) 26,177,000

道路整備事業
（道路橋梁債）
(市債) 89,300,000

8 土 木 費 3 水 路 費 雨水ポンプ場修繕改築事業

測量・設計業務委託料 71,866,000 71,866,000 0 防災・安全交付金 45,266,000

(国) 26,600,000

-
 
7
6
 
-



款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 3 水 路 費 準用河川千間堀川改良事業

準用河川改良工事請負費 138,300,000 138,300,000 0 都市構造再編集中支
援事業補助金

7,600,000

(国) 63,300,000

準用河川改良事業

(市債) 67,400,000

8 土 木 費 3 水 路 費 緊急農地防災事業(大赤見地区)

緊急農地防災事業工事請負費 65,142,000 60,767,300 0 緊急農地防災事業工
事費補助金

98,300

(県) 43,169,000

農業水利施設災害防
止事業
(市債) 17,500,000

8 土 木 費 3 水 路 費 土地改良事業補助事業(西成土地改良区)

土地改良事業補助金 4,000,000 3,499,950 0 0 3,499,950

-
 
7
7
 
-



款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

緊急輸送道路無電柱化事業

公共街路整備工事請負費 82,600,000 82,600,000 0 無電柱化推進計画事
業補助金

3,000,000

電線共同溝整備工事負担金 77,800,000 77,800,000 (国) 63,800,000

公共街路物件移転補償金 7,200,000 7,200,000 道路整備事業
（都市計画債）
(市債) 100,800,000

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

自転車通行空間整備事業

交通安全対策工事請負費 29,000,000 29,000,000 0 防災・安全交付金 50,000

(国) 11,550,000

交通安全対策事業

(市債) 17,400,000

9 消 防 費 1 消 防 費 消防車両更新管理事業

自動車購入費 54,560,000 54,560,000 0 消防防災施設等整備
費補助金

7,905,000

(国) 21,855,000

消防施設整備事業

(市債) 24,800,000

-
 
7
8
 
-



款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

10 教 育 費 2 小学校費 学校管理事業(小学校)

施設修繕料 25,100,000 15,870,000 0 0 15,870,000

10 教 育 費 3 中学校費 校舎等大規模改造事業(中学校)

校舎等大規模改造工事請負費 26,100,000 26,100,000 0 学校施設環境改善交
付金

306,000

(国) 4,994,000

中学校屋内運動場等
トイレ改修事業
(市債) 20,800,000

12 諸支出金 2 繰 出 金 繰出金管理事業

外崎土地区画整理事業 2,080,000 2,080,000 0 0 2,080,000

1,950,761,000 1,087,187,720 25,491,228 967,121,242 94,575,250

会計課長

　予算の編成及び執行に関する規則第23条第1項に基づき、上記の通り提出します。

(あて先)　財政課長

計

2025年3月　　　日

-
 
7
9
 
-



報告第13号 

令和6年度愛知県一宮市外崎土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越額の報告に

ついて 

令和6年度愛知県一宮市外崎土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越額については、

別紙のとおりであるので、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定に

基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

- 80 -



円 円 円 円 円

1 2 事 業 費 外崎土地区画整理事業

測量・設計業務委託料 3,080,000 3,080,000 0
社会資本整備総合
交付金

0

(国) 1,000,000

一般会計繰入金

2,080,000

3,080,000 3,080,000 0 3,080,000 0

予算の編成及び執行に関する規則第23条第1項に基づき、上記の通り提出します。

土 地
区画整理
事 業 費

計

令和6年度　　　　愛知県一宮市外崎土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

2025年3月　　　日

(あて先)財政課長

区画整理課長

1　/　1

-
 
8
1
 
-



報告第14号 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計継続費逓次繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計継続費逓次繰越額については、別紙のとおりであ

るので、地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第1項の規定に基づき報告

する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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翌年度逓次

繰 越 額 購入限度額

資 本 的 支 出 1 建設改良費 342,700,000 139,200,000 15,000,000 154,200,000 84,744,000 69,456,000 69,456,000 15,200,000 54,256,000 0

令和６年度愛知県一宮市水道事業会計継続費繰越計算書

（単位　円）　

令 和 ６ 年 度 継 続 費
予　　算　　現　　額

残      額

翌 年 度 逓 次
繰 越 額 に 係
る 財 源 内 訳

繰越額に係る
継 続 費 支 払 義 務 翌年度逓次

款

企 業 債 たな卸資産の

1
木曽川町外割田二の
通り地内ほか配水管
改良工事 ( そ の ３ )

項 事 業 名 繰越を要する
の 総 額

予算計上額
前年度逓次

計
発 生 額 繰 越 額

交 付 金

-
 
8
3
 
-



報告第15号 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計予算繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市水道事業会計予算繰越額については、別紙のとおりであるので、

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

（単位　円）　

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 86,000,000 0 86,000,000 6,200,000 77,400,000 2,400,000 0 0

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 55,000,000 0 55,000,000 9,700,000 42,200,000 3,100,000 0 0

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費 58,000,000 0 58,000,000 13,000,000 45,000,000 0 0 0

左 の 財 源 内 訳

令和６年度愛知県一宮市水道事業会計予算繰越計算書

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支 払 義 務 翌 年 度
　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額 説 明

計 上 額 損 益 勘 定
留 保 資 金

繰 越 額
交 付 金 企 業 債

発 生 額

1
今 伊 勢 町 本 神 戸 立 切 東
地 内 ほ か 配 水 管 改 良 工 事

本工事は、令和7年度に予定していた
ものであり、基幹管路の耐震化を推進す
るため早期着手を目指し、令和6年度補
正予算「社会資本整備総合交付金」の対
象としましたが、この予算措置において
令和7年3月議会での補正予算対応とな
り、年度内の完成が見込めなくなったも
のです。

1 1
今 伊 勢 町 本 神 戸 目 久 井
地 内 ほ か 配 水 管 改 良 工 事

本工事は、令和7年度に予定していた
ものであり、基幹管路の耐震化を推進す
るため早期着手を目指し、令和6年度補
正予算「社会資本整備総合交付金」の対
象としましたが、この予算措置において
令和7年3月議会での補正予算対応とな
り、年度内の完成が見込めなくなったも
のです。

1

1 1
木曽川町内割田二の通り地内ほか
配 水 管 改 良 工 事 ( そ の ２ )

本工事は、令和7年度に予定していた
ものであり、基幹管路の耐震化を推進す
るため早期着手を目指し、令和6年度補
正予算「社会資本整備総合交付金」の対
象としましたが、この予算措置において
令和7年3月議会での補正予算対応とな
り、年度内の完成が見込めなくなったも
のです。

-
 
8
5
 
-



報告第16号 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費逓次繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費逓次繰越額については、別紙のとおりで

あるので、地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第1項の規定に基づき報

告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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翌年度逓次

繰 越 額 購入限度額

一 般 区 域 柳 戸 ポ ン プ 場

公 共 下 水 道 1 建設改良費 沈 砂 池 設 備 600,000,000 217,500,000 0 217,500,000 184,000,000 33,500,000 33,500,000 16,750,000 16,700,000 50,000

資 本 的 支 出 更 新 工 事

一 般 区 域 本 町 ４ 丁 目

公 共 下 水 道 2 拡張事業費 地 内 ほ か 400,000,000 119,400,000 ― 119,400,000 53,000,000 66,400,000 66,400,000 33,200,000 33,200,000 0

資 本 的 支 出 雨 水 管 布 設 工 事

1 0

令和６年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費繰越計算書

（単位　円）　

令 和 ６ 年 度 継 続 費
予　　算　　現　　額

残      額

翌 年 度 逓 次
繰 越 額 に 係
る 財 源 内 訳

繰越額に係る
継 続 費 支 払 義 務 翌年度逓次

款

企 業 債
当 年 度
損 益 勘 定
留 保 資 金

たな卸資産の

1 0

項 事 業 名 繰越を要する
の 総 額

予算計上額
前年度逓次

計
発 生 額 繰 越 額

交 付 金

-
 
8
7
 
-



報告第17号 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越額の報告について 

令和6年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

（単位　円）　

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 28,000,000 0 28,000,000 0 9,800,000 0 18,200,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 29,000,000 0 29,000,000 10,000,000 0 19,000,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 36,000,000 0 36,000,000 0 15,000,000 21,000,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 88,000,000 0 88,000,000 39,500,000 0 48,500,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 38,800,000 0 38,800,000 0 17,400,000 21,400,000 0 0 0
資 本 的 支 出

1 平和ポンプ場耐水化改良工事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

1 1
大 宮 ３ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

1
平和２丁目地内ほか下水道管路
施設詳細耐震診断業務委託

本委託は令和7年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和6年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、こ
の予算措置において令和7年3月議会
での補正予算対応となり、年度内の完
成が見込めなくなりました。

1 1
向山南１丁目地内ほか下水道管
改 良 実 施 設 計 業 務 委 託

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和6年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、こ
の予算措置において令和7年3月議会
での補正予算対応となり、年度内の完
成が見込めなくなりました。

1 1
和 光 ２ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、耐水化の早期完了のための
早期着手を目指し、国の令和6年度補
正予算「防災・安全交付金」の対象とし
ましたが、この予算措置において令和7
年3月議会での補正予算対応となり、年
度内の完成が見込めなくなりました。

1

令和６年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越計算書

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支払 義務 翌 年 度
　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額 説 明

計 上 額 繰 越 額
交 付 金 企 業 債

発 生 額 国庫補助
金

本委託は令和7年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和6年度補正予算「防災・安
全交付金」の対象としましたが、この予
算措置において令和7年3月議会での
補正予算対応となり、年度内の完成が
見込めなくなりました。

1

損 益 勘定
留保 資金

左 の 財 源 内 訳

-
 
8
9
 
-



（単位　円）　

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 7,000,000 0 7,000,000 0 3,150,000 3,850,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 12,800,000 0 12,800,000 0 5,750,000 7,050,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 30,400,000 0 30,400,000 0 13,700,000 16,700,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 41,000,000 0 41,000,000 18,000,000 0 23,000,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 39,000,000 0 39,000,000 17,500,000 0 21,500,000 0 0 0
資 本 的 支 出

不 用 額 説 明
計 上 額 発 生 額 繰 越 額

交 付 金 企 業 債

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

1 1
末 広 １ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支払 義務 翌 年 度
　　　　款 　　　　項 事 業 名

国庫 補助
金

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和6年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、こ
の予算措置において令和7年3月議会
での補正予算対応となり、年度内の完
成が見込めなくなりました。

1 1
音 羽 ３ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

1 1
貴 船 １ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

1 1
大 江 ３ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和6年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、こ
の予算措置において令和7年3月議会
での補正予算対応となり、年度内の完
成が見込めなくなりました。

1 1
泉 １ 丁 目 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

損益勘定
留保資金

左 の 財 源 内 訳

-
 
9
0
 
-



（単位　円）　

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 29,000,000 0 29,000,000 0 13,000,000 16,000,000 0 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 26,000,000 0 26,000,000 0 11,500,000 14,500,000 0 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 5,000,000 0 5,000,000 0 2,250,000 2,750,000 0 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 27,000,000 0 27,000,000 0 12,250,000 14,750,000 0 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 20,000,000 0 20,000,000 0 9,000,000 11,000,000 0 0 0
資 本 的 支 出

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

2 1
木 曽 川 町 門 間 沼 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

2 1
光 明 寺 天 王 裏 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

1 1
北 園 通 ４ 丁 目 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

1 1
柳 戸 町 １ 丁 目 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

2 1
大 和 町 馬 引 中 境 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額
予 算 支払 義務 翌 年 度

発 生 額 繰 越 額計 上 額 国庫補助
金

交 付 金 企 業 債

説 明
損益勘定
留保資金

左 の 財 源 内 訳

-
 
9
1
 
-



（単位　円）　

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 64,000,000 0 64,000,000 0 28,500,000 35,500,000 0 0 0
資 本 的 支 出

　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額 説 明
計 上 額 発 生 額 繰 越 額

交 付 金 企 業 債

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支払 義務 翌 年 度

国庫 補助
金

本工事は令和7年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目
指し、国の令和6年度補正予算「防災・
安全交付金」の対象としましたが、この
予算措置において令和7年3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成
が見込めなくなりました。

2 1
西 萩 原 上 伴 内 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

損益勘定
留保資金

左 の 財 源 内 訳

-
 
9
2
 
-



翌 年 度

繰 越 額 購入限度額

一 般 区 域 本 町 通 ８ 丁 目

公 共 下 水 道 2 拡張事業費 地 内 ほ か 700,000,000 400,000,000 200,000,000 600,000,000 100,000,000 250,000,000 350,000,000 350,000,000 85,000,000 264,000,000 1,000,000

資 本 的 支 出 雨 水 管 布 設 工 事

0

項 事 業 名 繰越を要する
の 総 額

予算計上額
前年度逓次

計
繰 越 額

交 付 金

令和６年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越計算書

（単位　円）　

令 和 ６ 年 度 継 続 費
予　　算　　現　　額

残      額

翌 年 度
繰 越 額 に 係
る 財 源 内 訳

繰越額に係る
継 続 費 翌 年 度

款

企 業 債
当 年 度
損 益 勘 定
留 保 資 金

たな卸資産の

1

前年度までの

支 払 義 務

発 生 額 発 生 額

支 払 義 務

当 年 度

-
 
9
3
 
-



報告第18号 

一般財団法人一宮市学校給食会の経営状況の報告について 

一般財団法人一宮市学校給食会の令和6年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自

治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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報告第19号 

一宮市土地開発公社の経営状況の報告について 

一宮市土地開発公社の令和6年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自治法(昭和

22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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2024 年度一宮市土地開発公社事業報告

1 事業の概要

（1）用地取得 

2024 年度に取得した用地はありません。 

（2）用地処分 

一宮市の依頼に基づき、都市計画道路木曽川古知野線道路改築事業用地を

処分しました。 

2 理事会議決議案 

（1）2024 年 5 月 14 日開催分 

議案第 4 号 2023 年度一宮市土地開発公社事業報告について 

議案第 5 号 2023 年度一宮市土地開発公社決算について 

（2）2025 年 1 月 28 日開催分 

議案第 1 号 2025 年度一宮市土地開発公社事業計画について 

議案第 2 号 2025 年度一宮市土地開発公社予算及び資金計画について 
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そ　　の　　他 － 0.00 0

－ 0.00 0

公有地
取得事業

都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

2023 356.22 26,061,678

－ 356.22 26,061,678

合　　　　　計

3　用地取得

区　分 取得年月日 用地・補償費(円)面　積(㎡)事　　　業　　　名

公有地
取得事業

合　　　　　計

4　用地処分

区　分 事　　　業　　　名 面　積(㎡)取得・造成年度 用地・補償費(円)
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支払利息 その他

1,322,849 0 1,322,849 －

1,322,849 0 1,322,849 －

支払利息 その他

27,916 0 26,089,594
2024年9月9日
処分

一宮市

27,916 0 26,089,594 － －

その他費用(円)
取得総額(円)

その他費用(円)
備　考

処分予定年度 備　考

処分年月日 処分の相手方処分総額(円)
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公共予定地 1980ほか 4,970.79 319,491,057

萩原町中島地区(国道関連) 1996 781.09 70,766,754

萩原町中島地区(光堂川関連) 1996 664.13 60,170,178

丹陽北部地区拠点整備事業用地 2006 1,744.81 31,100,000

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

1982 965.36 43,802,765

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

2021 248.89 12,295,166

都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

2023 － －

小　計 － 9,375.07 537,625,920

代替地 公共事業等代替地 1974ほか 4,697.01 465,162,739

－ 14,072.08 1,002,788,659

公有用地

合　　　　　計

5　用地保有状況

区　分 事　　　業　　　名 面　積(㎡)取得・造成年度 用地・補償費(円)

8- 112 -



支払利息 その他

71,320,835 402,970 391,214,862 － 一宮市

3,115,615 0 73,882,369 2025まで 一宮市

2,649,079 0 62,819,257 2025まで 一宮市

0 0 31,100,000 2025まで 一宮市

1,902,034 0 45,704,799 2029まで 一宮市

91,012 0 12,386,178 2025まで 一宮市

－ － 0 － －

79,078,575 402,970 617,107,465 － －

54,635,032 5,137,553 524,935,324 － 一宮市等

133,713,607 5,540,523 1,142,042,789 － －

備　考年度末保有高(円) 処分予定年度 処分の相手方
その他費用(円)
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(単位：円)

 1　事業収益

 (1) 公有地取得事業収益 26,360,094

 (2) 附帯等事業収益 6,262,643 32,622,737

 2　事業原価

 (1) 公有地取得事業原価 26,089,594

 (2) 附帯等事業原価 1,746,941 27,836,535

事業総利益 4,786,202

 3　販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 2,243,618

事業利益 2,542,584

 4　事業外収益

 (1) 受取利息 19,131

 (2) 雑収益 18,000 37,131

 5　事業外費用

 (1) 支払利息 2,520

経常利益 2,577,195

　　　　当期純利益当期純利益 2,577,195

2024年度一宮市土地開発公社損益計算書

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2024年度一宮市土地開発公社決算
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　(単位：円)

 1　流動資産 　

 (1) 現金及び預金 96,027,176

 (2) 公有用地 617,107,465

 (3) 代替地 524,935,324

 (4) 前払費用 476

          流動資産合計 1,238,070,441

 2　固定資産

 (1) 有形固定資産

       ア　車両その他の運搬具

　　　  減価償却累計額 1

       イ　工具・器具及び備品

　　　  減価償却累計額 233,662

　　　　 有形固定資産合計 233,663

 (2) 投資その他の資産

10,000,000

　　　　 固定資産合計 10,233,663

　　　　 資産合計 1,248,304,104

 1  流動負債

 (1) 短期借入金 379,407,562

 (2) 預り金 646,118

　　　　 流動負債合計 380,053,680

 2　固定負債

 (1) 長期借入金 762,635,227

　　　　 固定負債合計 762,635,227

　　　　 負債合計 1,142,688,907

 1　資本金

 (1) 基本財産 10,000,000

　　　　 資本金合計 10,000,000

 2　準備金

 (1) 前期繰越準備金 93,038,002

 (2) 当期純利益 2,577,195

　　　　 準備金合計 95,615,197

       　資本合計 105,615,197

       　負債・資本合計 1,248,304,104

資産の部

負債の部

資本の部

2024年度一宮市土地開発公社貸借対照表

(2025年3月31日現在)

       ア　長期性預金

1,390,054

1,390,055

233,662

0
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(単位：円)

 1 事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業収入 26,360,094

その他事業収入 6,280,643

公有地取得事業支出 △ 1,322,849

その他事業支出 △ 1,746,941

人件費支出 △ 2,073,230

その他の業務支出 △ 313,885

小計 27,183,832

利息の受取額 19,131

利息の支払額 △ 2,520

事業活動によるキャッシュ・フロー合計 27,200,443

 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 233,662

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 233,662

 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額 △ 24,766,745

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 24,766,745

 4 現金及び現金同等物増減額（△は減少） 2,200,036

 5 現金及び現金同等物期首残高 93,827,140

 6 現金及び現金同等物期末残高 96,027,176

2024年度一宮市土地開発公社キャッシュ・フロー計算書

(2024年4月1日から2025年3月31日まで)
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（重要な会計方針）

 1　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　公有用地・・・個別法による原価法によっています｡

　　代替地・・・・個別法による原価法によっています｡なお、一宮市による損失補償

　　　　　　　　が付されています。

 2　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産・・・・定額法によっています｡なお、耐用年数及び残存価額につい

　　　　　　　　　　　ては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています｡

 3　消費税等の会計処理・・・・税込方式によっています｡

（追加情報）

 1　短期借入金（379,407,562円)による金融機関からの調達資金には、一宮市による

　債務保証が付されています｡

注　記　事　項
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(単位：円)

科　 　目 種　　類 金　　額

現　 　金 － 0

当　座 0

普　通 26,027,176 　株式会社三菱UFJ銀行

通　知 0

70,000,000

国　債 0

地方債 0

その他 0

96,027,176

預　 　金

満期保有
目的以外
で保有す
る有価証券

附　属　明　細　表

第1　現金及び預金明細表

摘　　要

定　期

合　　計

　1年定期・尾西信用金庫ほか6行
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第2　公有用地明細表（期首残高・当期増加高・当期減少高）

面　積 金　額 面　積 用地費 補償費 工事費

測量試験費

(㎡)　　　　　　　　(円) (㎡) (円) (円) (円) (円)

公共予定地 4,970.79 391,214,862 0.00 0 0 0 0

萩原町中島地区(国道関連) 781.09 73,628,601 0.00 0 0 0 0

萩原町中島地区(光堂川関連) 664.13 62,603,489 0.00 0 0 0 0

丹陽北部地区拠点整備事業用地 1,744.81 31,100,000 0.00 0 0 0 0

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

965.36 45,547,815 0.00 0 0 0 0

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

248.89 12,343,634 0.00 0 0 0 0

都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

356.22 26,069,915 0.00 0 0 0 0

合　　　　　計 9,731.29 642,508,316 0 0 0 0 0

第3　代替地明細表（期首残高・当期増加高・当期減少高）

面　積 金　額 面　積 用地費 補償費 工事費

測量試験費

(㎡)　　　　　　　　(円) (㎡) (円) (円) (円) (円)

公共事業等代替地(一宮地区) 2,083.18 295,002,080 0.00 0 0 0 0

公共事業等代替地(尾西地区) 2,613.83 229,299,138 0.00 0 0 0 0

合　　　　　計 4,697.01 524,301,218 0.00 0 0 0 0

イ

資　　産　　区　　分

資　　産　　区　　分

期　首　残　高　A 当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

期　首　残　高　A 当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

その他費用

その他費用
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計 面　積 用地費 補償費 工事費 計

諸経費 支払利息 測量試験費 諸経費 支払利息

(円) (円) (円) (㎡) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 253,768 253,768 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 215,768 215,768 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 156,984 156,984 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 42,544 42,544 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 19,679 19,679 356.22 16,461,399 9,600,279 0 0 0 27,916 26,089,594

0 688,743 688,743 356.22 16,461,399 9,600,279 0 0 0 27,916 26,089,594

計 面　積 用地費 補償費 工事費 計

諸経費 支払利息 測量試験費 諸経費 支払利息

(円) (円) (円) (㎡) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 634,106 634,106 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 634,106 634,106 0.00 0 0 0 0 0 0 0

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B 当　　　期　　　減　　　少　　　高　　　　C

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

その他費用

当　　　期　　　減　　　少　　　高　　　　C

その他費用

その他費用その他費用
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第2　公有用地明細表（期末残高）

面　積 用地費 補償費 工事費　　その他費用

測量試験費 諸経費

（㎡） （円） （円） （円） （円） （円）

公共予定地 4,970.79 319,491,057 0 0 0 402,970

萩原町中島地区（国道関連） 781.09 70,766,754 0 0 0 0

萩原町中島地区（光堂川関連） 664.13 60,170,178 0 0 0 0

丹陽北部地区拠点整備事業用地 1,744.81 31,100,000 0 0 0 0

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

965.36 43,802,765 0 0 0 0

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

248.89 12,295,166 0 0 0 0

都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

0.00 0 0 0 0 0

合　　　　　計 9,375.07 537,625,920 0 0 0 402,970

第3　代替地明細表（期末残高）

面　積 用地費 補償費 工事費　　その他費用

測量試験費 諸経費

（㎡） （円） （円） （円） （円） （円）

公共事業等代替地（一宮地区） 2,083.18 261,754,208 0 0 0 228,443

公共事業等代替地（尾西地区） 2,613.83 203,408,531 0 2,381,090 0 2,528,020

合　　　　　計 4,697.01 465,162,739 0 2,381,090 0 2,756,463

イ

資　　産　　区　　分

資　　産　　区　　分

　　　　　期　　　末　　　残　　　高　　　A　+　B　-　C

　　　　　期　　　末　　　残　　　高　　　A　+　B　-　C
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計

支払利息

（円） （円）

71,320,835 391,214,862

3,115,615 73,882,369

2,649,079 62,819,257

0 31,100,000

1,902,034 45,704,799

91,012 12,386,178

0 0

79,078,575 617,107,465

計

支払利息

（円） （円）

33,019,429 295,002,080

21,615,603 229,933,244

54,635,032 524,935,324

摘　　要

摘　　要

　2024.9.9　処分
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第4　有形固定資産明細表

(単位：円)

取 得 原 価
(期 首 残 高)

当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 当 期 減 価 減 価 償 却 差 引 期 末

A B C (A+B-C) D 償 却 額 E 累 計 額 F 残 高 D-F

1,390,055 0 0 1,390,055 0 1,390,054 1

(      1)

233,662 0 0 233,662 0 0 233,662

(      0) (233,662)

合　　計 1,623,717 0 0 1,623,717 0 1,390,054 233,663

(単位：円)

資 産 の 種 類

長期性預金

合　　計 10,000,000

金　　額

10,000,000

摘　　要

2年定期・株式会社名古屋銀行

 小型乗用自動車
（2006年5月23日
　取得）

資 産 の 種 類 摘　　要

車両その他の
運搬具

第5　投資その他の資産明細表

工具・器具及
び備品

 ノートパソコン
（2024年11月19日
　取得）
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年利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高

（％） （円） （円） （円） （円）

いちい信用金庫 0.168 404,174,307 0 404,174,307 0
 2024.3.29借入れ
（入札）

株式会社百五銀行 0.520 378,426,350 378,426,350 0
 2024.9.30借入れ
（入札）

大垣西濃信用金庫 0.450 0 379,407,562 0 379,407,562
 2025.3.31借入れ
（入札）

404,174,307 757,833,912 782,600,657 379,407,562

年利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高

（％） （円） （円） （円） （円）

一宮市 0.000 762,635,227 0 0 762,635,227

762,635,227 0 0 762,635,227

（単位：円）

摘　　要

第8　資本金明細表

区　分 出資団体名 出資額

 基本財産 一宮市 10,000,000

10,000,000合　　　　　計

第6　短期借入金明細表

第7　長期借入金明細表

合　　　　　計

合　　　　　計

借　入　先 摘　　要

摘　　要借　入　先
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（単位：円）

金　　額

4,769,216 保有土地一時使用料

1,493,427 公共事業等代替地管理事業負担金

6,262,643

32,622,737

（単位：円）

金　　額

253,514 駐車場管理費

1,493,427 公共事業等代替地管理費

1,746,941

27,836,535

小 計

合　　　計

合　　　計

第10　事業原価明細表

科　　　　　目

保有土地賃貸等原価

附帯事業原価

摘　　　　　　要

公有地取得
事業原価

附帯等事業
原価

公有用地売却原価 26,089,594
都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

保有土地賃貸等収益

附帯事業収益

第9　事業収益明細表

科　　　 　目 摘　　　　　　要

都市計画道路木曽川古知野線
道路改築事業用地

26,360,094公有用地売却収益
公有地取得
事業収益

附帯等事業
収益

小 計
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（単位：円）

科　　目 金　　額

人件費 2,073,230 報酬 149,900

給料 1,229,916

手当 422,622

法定福利費 264,830

福利厚生費 5,962

経　費 170,388 需用費 14,208

役務費 91,380

公租公課 60,600

減価償却費 0

雑費 4,200

合　計 2,243,618

第11　販売費及び一般管理費内訳明細表

摘　　要
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報告第20号 

一宮地方総合卸売市場株式会社の経営状況の報告について 

一宮地方総合卸売市場株式会社の令和6年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自

治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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第 4 7 期 営 業 報 告 書 

自 ２０２４年４月 １日 

事業年度     

至 ２０２５年３月３１日 

一宮市大和町氏永字仲林１４０番地の１

一宮地方総合卸売市場株式会社
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１ 営 業 報 告

（1）営業の概要

①国内状況について

2024 年 8 月、コメが店頭から消え、品薄状態により価格が急上昇しました。いわゆ

る「令和のコメ騒動」の始まりです。要因は、異常気象による不作や農家の減少、地震

臨時情報の発令に伴う買占め行動などが挙げられますが、価格の高止まりは今も継続

しています。さらに同年 12 月頃にはキャベツや白菜他の野菜や、価格優等生といわれ

る卵までが急騰して国民生活に深刻な影響を及ぼしました。

輸入依存度の高い日本は食料価格の変動リスクを抱えていますが、その日本は現在、

アメリカとの関税交渉でトウモロコシや大豆の輸入拡大を提案しており、コメについ

ても交渉対象になる可能性があります。変動リスクが高まる可能性もあり、交渉結果が

食料価格や日本の農業にどのように影響するのか注視していく必要があります。

国内の卸売市場は、産直やネット販売など、“取引の多様化”の進行により厳しい状

況に置かれており、これまで販路拡大や経費削減、品質向上に資するコールドチェーン

システムの導入他の課題に取り組んできました。元来、卸売市場には、食の安全性や価

格の透明性、流通の安定性といった点での優位性がありますので、今後は、課題解決の

取組みに加えて“卸売市場があることのメリット”を地域住民他に広くアピールしてい

くことも大切になります。

②一宮市の取引状況

当市場の卸売事業者の業績は、取扱数量、金額とも長く減少していましたが、

第 44 期から増加に転じ、その後はほぼ横ばいで推移しています。第 47 期は取扱数量

が第 46 期より減少しましたが価格上昇の理由から、取扱金額は 1 割以上増加しまし

た。

③卸売市場㈱の取り組み（施設管理）

ア 市場取引の監督・指導

   市場取引の公開性を尊重し、公正で秩序ある取引を確保するため、日常業務の監

督・指導に努めました。

イ 施設の維持管理等

市場の施設を常に良好な状態に保つため、各施設並びに設備の保守点検及び修繕

を行いました。当期は貸出による収入増を図るため、店舗棟（No.17 から 19）の

改修工事を実施して合計で 685 万円余を支出しました。
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ウ 関連店舗の利用状況

関連店舗については年度当初、41 店舗中 31.5 店舗(0.5 とは区画を半分に分けて

貸出)を貸出して、9.5 店舗は未利用（空き店舗）でした。店舗貸出しは収入増につ

ながるため、当市場は今年度、市内の不動産会社に仲介を依頼しました、その効果

もあり年度内に 2.5 区画（既入居 1 者 1 区画、新規入居 2 者 1.5 区画）を入居させ

ることができ、空き店舗は 7.0 店舗に減少しました。引き続き空き店舗の解消に努

めます。

④自主的取組

ア 「ぐりーんりんぐ」の発行（地場野菜供給センターの活動）

地場野菜供給センターは、地場野菜の生産振興や流通の促進を図るため、地産地消

の推進及び食の安全の問題に積極的に取り組んでいます。具体的には、食の情報紙

「ぐりーんりんぐ」を４回発行して、市内の小学校低学年には児童を通じて各家庭に

配布しました。そして、小学校高学年と中学校、高校、公共施設に配置しました。な

お、2024 年度からは一宮市の保育園、幼稚園と稲沢市の小中学校にも配置していま

す。また、「ぐりーんりんぐ」の記事「季節のおすすめレシピ」について、レシピ動

画を制作して YouTube 配信をはじめました。動画は、チラシの記事に掲出した QR
コードで確認できます。

イ 一般開放事業

卸売市場を消費者に理解してもらい、生鮮食料品などの需要拡大につなげるため

「日曜新鮮市」を実施して卸売市場の発展に努めました。

（2）取扱高の状況

青果部門の取扱数量は 9,560.64 トンで前期（9,835.92 トン）に比べて 275.28 トン、

2.80％の減でした。一方、取扱金額は 36 億 6,585 万円で前期（31 億 9,469 万円）に比

べて 4 億 7,116 万円、14.75％の増となりました。水産部門の取扱数量は 4.9 トンで前

期(4.5 トン)に比べて 0.4 トン、8.89％の増となりました。取扱金額は 529 万円で前期

（477 万円）より 52 万円、10.90％の増となりました。市場全体では、取扱数量が

9,565.54 トンで前期（9,840.42 トン）に比べて 274.88 トン、2.79％の減、取扱金額は

36 億 7,114 万円で前期（31 億 9,946 万円）に比べて 4 億 7,168 万円、14.74％の増と

なりました。当期の営業日数は 247 日（前期 249 日）で、部類別品目ごとの実績は表

記載のとおりです。
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（3）当期の純利益（卸売市場株式会社）

経常損益の営業損益について、営業収益は 92,688,578 円で前期(92,820,033 円)と   

比較して微減(131,455 円)となりました。一方、営業費用は 89,869,576 円で、前期

（91,933,145 円）比較で 2,063,569 円の減となりました。

営業費用については、修繕費が店舗棟 No.17~19 の改修他により前期比 5,230,843
円の増、雑費が敷地外に伸びた樹木撤去により前期比 3,337,107 円の増となった他の

増要因があった一方で、租税公課費について今期実施した受変電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ 2
機）改修により前期消費税が還付されて 5,503,650 円の減、また、貸倒償却につい

て、今期は該当がありませんでしたので前期実績の 7,783,083 円の減となる他の減要

因があり、トータルとして 206 万円余の減となりました。

その結果、営業利益は 2,819,002 円と前期(886,888 円)より 1,932,114 円増加しまし

た。

営業外損益に関しては、営業外収益が 10,612,774 円と前期（9,465,985 円）より

1,146,789 円増加しました。雑収入にて事故損害補償金(168 万円)や消費税還付金(138
万円)を受けて 1,142,753 円増加したのが要因です。これに、営業外費用 534,890 円

（前期比 103,487 円減）を引いた営業外収益は 10,077,884 円となり前期（8,827,608
円）比で 1,250,276 円の増となりました。

その結果、経常利益は 12,896,886 円となり前期（9,714,496 円）比で 3,182,390 円

の増となりました。それに特別損益を加味して法人税、住民税及び事業税(297,204
円)と法人税等調整額(4,453,448 円)を減じた後の純利益は 8,147,234 円でした。前期

（6,059,277 円）と比較して 2,087,957 円の増となっています。
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（4）場内営業者等の概要

（5）庶務の概要

主な庶務に関する事項は、次のとおりです。

① 株主総会

・定時株主総会

2024 年 5 月 16 日

第 1 号議案 第 46 期（自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日）の    

営業報告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表の承認について

② 取締役会

（ア）2024 年 5 月 14 日

第 1 号議案 定時株主総会の開催について

第 2 号議案 第 46 期（自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31 日）の     

営業報告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
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個別注記表の承認について

 （イ）2025 年 2 月 6 日

第 1 号議案 令和 7（2025）年度 一宮地方総合卸売市場株式会社事業計

画の承認について

③ 株主の状況

（ア）期末株式数 45,000 株

（イ） 期末株主数  3 名

④ 期末役員数

（ア）取締役   6 名

（イ）監査役   2 名

⑤ 期末社員数    3 名
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2 貸 借 対 照 表
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3 損 益 計 算 書
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＊参考 損益計算書（前期比較）
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４ 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
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５ 個 別 注 記 表
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報告第21号 

いちのみや未来エネルギー株式会社の経営状況の報告について 

いちのみや未来エネルギー株式会社の令和7年度事業計画及び事業会計予算の状況を地

方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和7年6月5日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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いちのみや未来エネルギー株式会社事業計画 

（令和 7年５月１日から令和 8年４月３０日まで） 

１ 電力販売計画 

 令和５年７月から市内公共施設82件、令和６年４月から「市役所本庁舎」な

ど市内公共施設 3件の計 85件に 21,290 千 kWh（令和 6年 2月末時点での年間

販売電力量見込み）の電力供給をしています。 

令和 7 年４月から新たに「尾西グリーンプラザ」など 7 施設、8 月から「新

保健所」に電力を供給し、今期の年間販売電力量は 22,300 千 kWh を想定して

います。（供給先施設の詳細は別紙） 

２ 収支計画 

売上高は6億 4千 4百万円（対前年計画比4.5%増）、営業利益は2千 3百万

円（対前年計画比増減なし）を確保する予定です。なお、容量拠出金として 2

千 1百万円、利益活用・寄付金として 2千 5百万円を計上しています。 

３ 利益活用策の検討 

 事業活動で得られた利益については、当社の設立趣旨に鑑み、再生可能エネ

ルギーの普及拡大、省エネ、環境教育など、エネルギーの地産地消や地域課題

解決に資する取組みに活用する予定です。
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別紙

　電力販売計画

1 供給先施設

対象施設
予定供給量
（千kWh)

本 庁 舎 2,646

機 械 式 立 体 駐 車 場 14

新 保 健 所 484

浅 井 い こ い の 広 場 53

北 方 い こ い の 広 場 59

時 之 島 い こ い の 広 場 77

丹 陽 い こ い の 広 場 44

千 秋 い こ い の 広 場 52

葉 栗 い こ い の 広 場 75

萩原いきいきセンター 130

奥 い き い き セ ン タ ー 48

尾 西 斎 場 67

環 境 セ ン タ ー 555

光 明 寺 最 終 処 分 場 247

ゆ う ゆ う の や か た 228

奥 町 公 園 野 球 場 42

五 城 グ ラ ウ ン ド 8

木 曽 川 運 動 場 60

九 品 寺 公 園 競 技 場 120

平 島 公 園 野 球 場 45

尾 西 グ リ ー ン プ ラ ザ 251

博 物 館 793

尾 西 歴 史 民 俗 資 料 館 46

三 岸 節 子 記 念 美 術 館 462

豊 島 記 念 資 料 館 15

子ども文化広場図書館 72

玉堂記念木曽川図書館 176

尾 西 図 書 館 100

市立小中学校（61校） 6,838

北部学校給食共同調理場 355

南部学校給食共同調理場 380

市 民 病 院 7,711

き き ょ う 会 館 48

合計 22,300

販売電力量　　　　22,300千ｋWh

2 調達電源（第4期分）

東邦ガス株式会社

調達電力量　　　　23,181千kWh

　上記調達電力量のうち、環境センター・市内太陽光発電所（8か所）から前年並みの約7割を調達予定

（注）端数処理の関係で数値が一致しない場合があります。
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